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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材フィルムと、この基材フィルム上に形成された機能層とで構成された機能性フィル
ムであって、
　前記機能層が、相分離可能な複数の樹脂で構成されている樹脂バインダー、硬化性樹脂
および中空シリカ粒子を含む塗膜が硬化した硬化層であり、
　前記複数の樹脂が、セルロースエステル類と、硬化性樹脂と反応可能な官能基を側鎖に
有する樹脂であって、（メタ）アクリル系樹脂、脂環式オレフィン系樹脂、およびポリエ
ステル系樹脂から選択された少なくとも１種の樹脂とで構成され、
　前記機能層が表面に凹凸構造を有し、この表面の凹凸構造に中空シリカ粒子が追随した
形態で偏在しており、かつ
　前記凹凸構造が、前記複数の樹脂の相分離および対流現象により形成された凹凸構造で
ある機能性フィルム。
【請求項２】
　中空シリカ粒子が、平均粒子径５０～７０ｎｍおよび屈折率１．２０～１．２５を有す
る請求項１記載の機能性フィルム。
【請求項３】
　機能層において、一方の面の表面積の９０％以上に中空シリカ粒子が存在している請求
項１又は２記載の機能性フィルム。
【請求項４】
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　請求項１～３のいずれかに記載の機能性フィルムを製造する方法であって、基材フィル
ムの上に、相分離可能な複数の樹脂で構成されている樹脂バインダー、硬化性樹脂、中空
シリカ粒子、少なくとも１種の沸点１００℃以上の溶媒、および少なくとも１種の沸点１
００℃未満の溶媒を含む塗布液を塗布する塗布工程と、この工程により形成された未乾燥
の塗膜を乾燥させる乾燥工程と、この工程により乾燥された塗膜を硬化する硬化工程とを
経て機能性フィルムを製造する方法。
【請求項５】
　硬化工程において、活性エネルギー線及び熱から選択された少なくとも１種を照射して
塗膜を硬化する請求項４記載の製造方法。
【請求項６】
　請求項１記載の機能性フィルムを備えた表示装置。
【請求項７】
　液晶表示装置、陰極管表示装置、プラズマディスプレイ、及びタッチパネル式入力装置
から選択された表示装置である請求項６記載の表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンピュータ、ワードプロセッサ、テレビなどの各種液晶ディスプレイなど
に好適に用いることができる機能性フィルム、その製造方法、前記機能性フィルムを形成
するための塗布液及び前記機能性フィルムを備えた表示装置（液晶表示装置など）に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ディスプレイは、テレビ（ＴＶ）用途もしくは動画表示用途で、表示装置と
してめざましい進歩を遂げ、急速に普及が進んでいる。例えば、高速応答性を有する液晶
材料の開発や、オーバードライブなどの駆動方式の改良により、従来、液晶が苦手として
いた動画表示を克服するとともに、表示の大型化に対応した生産技術革新も進んでいる。
【０００３】
　これらのディスプレイにおいて、画質を重視するテレビやモニタなどの用途、外光の強
い屋外で使用されるビデオカメラなどの用途では、外光の映り込みを防止する処理が表面
に施されるのが通例である。その手法の一つに防眩処理があり、例えば、通常、液晶ディ
スプレイの表面には防眩処理がなされている。防眩処理は、表面に微細な凹凸構造を形成
することにより、表面反射光を散乱し、映り込み像をぼかす効果を有する。従って、防眩
層では、クリアな反射防止膜とは異なり、鑑賞者、背景の形が映り込むといったことがな
いため、反射光が映像の邪魔をしにくい。さらに、防眩層の上に低屈折率層が塗工された
低反射防眩層においては、ぼかされた映り込み像の光量が低減されるため、いっそう映り
込みの少ない高品位な画質を得ることができる。
【０００４】
　例えば、特開２００６－２３５１９８号公報（特許文献１）には、支持体上に微粒子（
中空シリカなど）とバインダーを含有する組成物が塗設されて薄膜層が形成されてなる光
学フイルムであって、該薄膜層全層中の平均粒子充填率（Ａ）に対する、支持体と反対側
の上層側３０％膜厚中の平均粒子充填率（Ｂ）の比率であるＳＰ値［（Ｂ／Ａ）×１００
］］が９０％以上３３３％以下であることを特徴とする光学フイルムが開示されている。
【０００５】
　この文献には、前記光学フィルムは、透明な基材上に、必要に応じて後述のハードコー
ト層を有し、その上に光学干渉によって反射率が減少するように屈折率、膜厚、層の数、
層順等を考慮して積層されており、低反射積層体は、最も単純な構成では、基材上に低屈
折率層のみを塗設した構成であることが記載されており、具体的な層構成として、基材フ
ィルム／低屈折率層、基材フィルム／防眩層／低屈折率層、基材フィルム／ハードコート
層／防眩層／低屈折率層などを開示している。そして、この文献には、前記低屈折率層は
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、中空シリカ粒子などの無機粒子および屈折率の低い含フッ素ポリマーなどの被膜形成バ
インダーに加えて、含フッ素ポリマーに防汚性を付与するためのポリシロキサンなどで形
成できることが記載されている。
【０００６】
　しかし、この文献のフィルムでは、防眩性、ハードコート性、反射防止性などの特性を
、それぞれの層（複数の層）で付与できるのみであり、これらの特性を一層で両立させる
ことはできない。
【０００７】
　一方、特開２００７－８６７６４号公報（特許文献２）には、透明プラスチックフィル
ム基材上に、屈折率が１．５０以下の低屈折率微粒子（表面処理されていてもよい中空シ
リカ粒子など）とバインダー樹脂を含有する硬化性組成物が塗設されて乾燥厚みが１００
ｎｍ以上の硬化層が形成されてなる光学フィルムであって、硬化層の基材とは反対側の表
面部分に低屈折率微粒子が偏在していることを特徴とする光学フィルムが開示されている
。この文献には、硬化層の表面に低屈折率微粒子を偏在させることで、硬化層における表
面側は、見掛け上の低屈折率層を形成し、その結果、みかけ低屈折率層の反射防止効果に
より低反射率が確保できること、さらには、低屈折率微粒子としてシリカ微粒子等の高硬
度無機微粒子を用いることで表面の耐擦傷性も同時に付与することができることが記載さ
れている。また、この文献には、前記硬化層の機能としては、反射防止性および耐擦傷性
を有するハードコート層が挙げられ、ハードコート層は、硬化性組成物より形成され、硬
化性組成物には前記の低屈折率微粒子、バインダーとしてハードコート性を付与するため
のバインダー、その他必要に応じて防眩性又は内部散乱性を付与するためのマット粒子、
及び高屈折率化、架橋収縮防止、高強度化のための無機微粒子から形成されると記載され
ている。
【０００８】
　この文献のフィルムでは、一層の硬化層で、反射防止性、ハードコート性に加えて、マ
ット粒子により防眩性を付与することができる。しかし、防眩性の付与のためには、数μ
ｍ程度の大粒径粒子であるマット粒子を硬化層表面に突出させる必要があるため、中空シ
リカ粒子を十分に表面に偏在させることができず、十分な反射防止性を付与できない。ま
た、マット粒子と中空シリカ粒子とが凝集し、反射防止能が低下する場合もある。
【０００９】
　さらに、特開２０００－５３９２１号公報（特許文献３）には、低屈折率硬化被膜を与
え得る化合物と、高屈折率硬化被膜を与え得る化合物とを含有する反射防止被膜形成組成
物であって、低屈折率硬化被膜を与え得る化合物が硬化されてなる被膜の表面自由エネル
ギーが高屈折率硬化被膜を与え得る化合物が硬化されてなる被膜の表面自由エネルギーよ
りも小さいことを特徴とする反射防止被膜形成組成物が開示されている。この文献は、複
数の化合物が混合されている場合、表面自由エネルギーの低い化合物が優先的に表面に析
出することを利用したものであり、低屈折率化合物を低表面自由エネルギー化することに
より表面に析出させ、１回の塗布により、空気界面から低屈折率層、高屈折率層の順で２
層の被膜を基材上に形成できる。しかし、この文献の組成物では、基材に反射防止機能を
形成できても、防眩性を付与できない。
【特許文献１】特開２００６－２３５１９８号公報（特許請求の範囲、段落番号［００６
６］、［００６７］、［００８２］、［００９０］、［００９１］、［００９６］、［０
０９７］）
【特許文献２】特開２００７－８６７６４号公報（特許請求の範囲、段落番号［００２９
］、［００９５］、［０１０７］）
【特許文献３】特開２０００－５３９２１号公報（特許請求の範囲）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　従って、本発明の目的は、ハードコート性、反射防止性および防眩性を単一の塗膜で付
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与できる機能性フィルム、この機能性フィルムの製造方法及びこの機能性フィルムを備え
た表示装置（液晶表示装置など）を提供することにある。
【００１１】
　本発明の他の目的は、基材フィルムに対する一回の塗工という簡便かつ低コストの方法
により、ハードコート性、反射防止性および防眩性を有する機能性フィルムを製造する方
法を提供することにある。
【００１２】
　本発明のさらに他の目的は、ハードコート性、反射防止性および防眩性を有する機能性
フィルムを得るのに有用な塗布液を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、前記課題を達成するため鋭意検討した結果、相分離可能な複数の樹脂と
、硬化性樹脂と、中空シリカ粒子とを組み合わせると、これらを含む塗布液（塗工液）を
基材（特に透明基材）に一回の塗布工程でコーティングする（および硬化させる）という
簡便な方法により、高分子の自己秩序化現象（細胞状回転対流現象及び相分離現象）によ
り表面に凹凸構造が形成されるともに、表面に（又は表面の凹凸構造に沿って）中空シリ
カ粒子を効率よく偏在させることができるためか、通常、両立させることが困難であった
ハードコート性と反射防止性と防眩性という関連のない３つの特性を有する機能層を基材
に形成できること、そして、このような方法により得られる機能性フィルムは、映り込み
を抑制でき、かつ外光下でも黒い画像（高い明室コントラストの画像）を表示でき、液晶
表示装置などを構成するフィルムとして極めて有用であることを見出し、本発明を完成し
た。
【００１４】
　すなわち、本発明の機能性フィルムは、基材フィルムと、この基材フィルム上に形成さ
れた機能層とで構成された機能性フィルムであって、機能層が、相分離可能な複数の樹脂
で構成されている樹脂バインダー、硬化性樹脂および中空シリカ粒子を含む塗膜が硬化し
た硬化層であり、かつ中空シリカ粒子が機能層の表面側に偏在している機能性フィルムで
ある。
【００１５】
　前記複数の樹脂は、少なくともセルロース誘導体を含んでいてもよい。また、前記複数
の樹脂のうち、少なくとも一つのポリマーは、硬化性樹脂と反応可能な官能基を有するポ
リマーであってもよい。代表的には、前記複数の樹脂が、セルロースエステル類と、硬化
性樹脂と反応可能な官能基を側鎖に有する樹脂であって、（メタ）アクリル系樹脂、脂環
式オレフィン系樹脂、およびポリエステル系樹脂から選択された少なくとも１種の樹脂と
で構成されていてもよい。
【００１６】
　前記中空シリカ粒子は、平均粒子径５０～７０ｎｍおよび屈折率１．２０～１．２５を
有していてもよい。
【００１７】
　前記機能層は、通常、表面に凹凸構造を有していてもよく、また、この表面の凹凸構造
に中空シリカ粒子が追随した形態で偏在していてもよい。前記凹凸構造は、少なくとも複
数の樹脂の相分離により形成された凹凸構造であってもよく、特に、前記相分離および対
流現象により形成された凹凸構造であってもよい。
【００１８】
　前記機能層では、その表面のほとんど又は全部が中空シリカ粒子で被覆された構造を有
していてもよく、例えば、前記機能層において、一方の面の表面積の９０％以上に中空シ
リカ粒子が存在していてもよい。
【００１９】
　本発明には、基材フィルムの上に、相分離可能な複数の樹脂で構成されている樹脂バイ
ンダー、硬化性樹脂および中空シリカ粒子を含む塗布液を塗布する塗布工程と、この工程
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により形成された未乾燥の塗膜を乾燥させる乾燥工程と、この工程により乾燥された塗膜
を硬化する硬化工程とを経て前記機能性フィルムを製造する方法も含まれる。
【００２０】
　このような方法において、前記塗布液は、少なくとも２種の沸点の異なる溶媒を含んで
いてもよい。特に、前記塗布液は、少なくとも１種の沸点１００℃以上の溶媒と、少なく
とも１種の沸点１００℃未満の溶媒とを含んでいてもよい。
【００２１】
　前記硬化工程において、活性エネルギー線及び熱から選択された少なくとも１種を照射
して塗膜を硬化してもよい。
【００２２】
　本発明には、前記機能性フィルムを得るための塗布液であって、相分離可能な複数の樹
脂で構成されている樹脂バインダー、硬化性樹脂および中空シリカ粒子を含む塗布液も含
まれる。
【００２３】
　また、本発明には、前記機能性フィルムを備えた表示装置も含まれる。このような表示
装置は、例えば、液晶表示装置、陰極管表示装置、プラズマディスプレイ、及びタッチパ
ネル式入力装置から選択された表示装置であってもよい。前記液晶表示装置は、さらにプ
リズム単位の断面形状が略二等辺三角形状であるプリズムシートを備えていてもよい。
【００２４】
　さらに、本発明には、偏光板の少なくとも一方の面に前記機能性フィルムが積層された
光学部材も含まれる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明の機能性フィルムでは、相分離可能な複数の樹脂と、硬化性樹脂と、中空シリカ
粒子とを組み合わせることにより、両立させることが難しいハードコート性、反射防止性
、および防眩性を、単一の塗膜で付与させることができる。そのため、このような機能性
フィルムは、外光の写り込みやぎらつきを抑制しつつ、かつ外光下でも黒い画像（明室コ
ントラストの高い画像）を表示できる。また、液晶表示装置（液晶パネル）としては、明
るく（輝度が高く）、かつコントラストの高い画像が求められているが、本発明の機能性
フィルムと、頂角が略９０°のプリズムシートとを組み合わせることにより、１０％以上
の多大な輝度を向上が可能となる。
【００２６】
　さらに、本発明では、基材フィルムに対する一回の塗工という簡便かつ低コストの方法
により、ハードコート性、反射防止性および防眩性を有する前記機能性フィルムを製造で
きる。
【００２７】
　また、本発明の塗布液は、前記のようなハードコート性、反射防止性および防眩性を有
する機能性フィルム得るための塗布液として有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　＜機能性フィルム＞
　本発明の機能性フィルムは、特定の構成成分で形成された機能層（防眩性膜、防眩膜）
で少なくとも構成されている。この機能性フィルムは、通常、基材（基材フィルム、基材
シート）と、この基材の上に形成された機能層とで構成されていてもよい。
【００２９】
　［基材］
　基材（基材フィルム）としては、通常、光透過性を有する支持体、例えば、合成樹脂フ
ィルムなどの透明支持体が使用される。このような光透過性を有する支持体は、光学部材
を形成するための透明ポリマーフィルムで構成されていてもよい。
【００３０】
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　透明支持体（基材シート）としては、例えば、ガラス（基材）、セラミックス（基材）
の他、樹脂シート（樹脂フィルム）などが例示できる。透明支持体を構成する樹脂として
は、後述の防眩層と同様の樹脂が使用できる。
【００３１】
　好ましい透明支持体としては、透明性ポリマーフィルム、例えば、セルロース誘導体［
セルローストリアセテート（ＴＡＣ）、セルロースジアセテートなどのセルロースアセテ
ートなど］、ポリエステル系樹脂［ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレ
ンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリアリレート系樹脂など］、ポリスルホン系樹脂［ポリ
スルホン、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）など］、ポリエーテルケトン系樹脂［ポリエ
ーテルケトン（ＰＥＫ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）など］、ポリカーボ
ネート系樹脂（ＰＣ）、ポリオレフィン系樹脂（ポリエチレン、ポリプロピレンなど）、
環状ポリオレフィン系樹脂［商品名「アートン（ＡＲＴＯＮ）」、商品名「ゼオネックス
（ＺＥＯＮＥＸ）」、商品名「トパス（ＴＯＰＡＳ）」など］、ハロゲン含有樹脂（ポリ
塩化ビニリデンなど）、（メタ）アクリル系樹脂、スチレン系樹脂（ポリスチレンなど）
、酢酸ビニル又はビニルアルコール系樹脂（ポリビニルアルコールなど）などで形成され
たフィルムが挙げられる。透明支持体は１軸又は２軸延伸されていてもよいが、光学的に
等方性であるのが好ましい。好ましい透明支持体は、低複屈折率の支持シート又はフィル
ムである。光学的に等方性の透明支持体には、未延伸シート又はフィルムが例示でき、例
えば、ポリエステル（ＰＥＴ、ＰＢＴなど）、セルロースエステル類、特にセルロースア
セテート類（セルロースジアセテート、セルローストリアセテートなどのセルロースアセ
テート、セルロースアセテートプロピオネート、セルロースアセテートブチレートなどの
セルロースアセテートＣ３－４アシレートなど）などで形成されたシート又はフィルムが
例示できる。二次元的構造の支持体（例えば、樹脂フィルム）の厚みは、例えば、５～２
０００μｍ、好ましくは１５～１０００μｍ、さらに好ましくは２０～５００μｍ程度の
範囲から選択できる。
【００３２】
　［機能層］
　本発明の機能性フィルムを構成する機能層は、相分離可能な複数の樹脂（樹脂成分）で
構成されている樹脂バインダーおよび中空シリカ粒子で構成（形成）されており、通常、
これらの成分（樹脂バインダーおよび中空シリカ粒子）に加えて、さらに硬化性樹脂を含
む塗膜が硬化した硬化層である。なお、硬化性樹脂を含むことにより、ハードコート性（
耐擦傷性）を向上（又は付与）できる。そして、このような機能層では、後述するように
、中空シリカ粒子が、表面側（通常、基材フィルムに対して反対側の表面側）に偏在して
いる。
【００３３】
　（樹脂バインダー）
　樹脂バインダーは、互いに相分離可能な（又は互いに非相溶な）複数の樹脂（樹脂成分
、ポリマー成分、ポリマーなどということがある）で構成されていればよい。なお、これ
らの樹脂は、加工温度又は加工温度付近で、互いに相分離する組み合わせであってもよい
。
【００３４】
　樹脂成分（ポリマー成分）は、通常、熱可塑性樹脂であってよい。熱可塑性樹脂として
は、例えば、スチレン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、有機酸ビニルエステル系樹脂、
ビニルエーテル系樹脂、ハロゲン含有樹脂、オレフィン系樹脂（脂環式オレフィン系樹脂
を含む）、ポリカーボネート系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、熱可塑性
ポリウレタン樹脂、ポリスルホン系樹脂（ポリエーテルスルホン、ポリスルホンなど）、
ポリフェニレンエーテル系樹脂（２，６－キシレノールの重合体など）、セルロース誘導
体（セルロースエステル類、セルロースカーバメート類、セルロースエーテル類など）、
シリコーン樹脂（ポリジメチルシロキサン、ポリメチルフェニルシロキサンなど）、ゴム
又はエラストマー（ポリブタジエン、ポリイソプレンなどのジエン系ゴム、スチレン－ブ
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タジエン共重合体、アクリロニトリル－ブタジエン共重合体、アクリルゴム、ウレタンゴ
ム、シリコーンゴムなど）などが例示できる。これらの熱可塑性樹脂は、単独で又は二種
以上組み合わせて使用できる。
【００３５】
　スチレン系樹脂には、スチレン系単量体の単独又は共重合体（ポリスチレン、スチレン
－α－メチルスチレン共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体など）、スチレン系
単量体と他の重合性単量体［（メタ）アクリル系単量体、無水マレイン酸、マレイミド系
単量体、ジエン類など］との共重合体などが含まれる。スチレン系共重合体としては、例
えば、スチレン－アクリロニトリル共重合体（ＡＳ樹脂）、スチレンと（メタ）アクリル
系単量体との共重合体［スチレン－メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル
酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、スチレン－メタクリル酸メチル－（メ
タ）アクリル酸共重合体など］、スチレン－無水マレイン酸共重合体などが挙げられる。
好ましいスチレン系樹脂には、ポリスチレン、スチレンと（メタ）アクリル系単量体との
共重合体［スチレン－メタクリル酸メチル共重合体などのスチレンとメタクリル酸メチル
とを主成分とする共重合体］、ＡＳ樹脂、スチレン－ブタジエン共重合体などが含まれる
。
【００３６】
　（メタ）アクリル系樹脂としては、（メタ）アクリル系単量体の単独又は共重合体、（
メタ）アクリル系単量体と共重合性単量体との共重合体などが使用できる。（メタ）アク
リル系単量体には、例えば、（メタ）アクリル酸；（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）
アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ
）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、
（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシルなどの（メタ）アクリル酸Ｃ１－１０アルキル；
（メタ）アクリル酸フェニルなどの（メタ）アクリル酸アリール；ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなどのヒドロキシアルキル
（メタ）アクリレート；グリシジル（メタ）アクリレート；Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノア
ルキル（メタ）アクリレート；（メタ）アクリロニトリル；トリシクロデカンなどの脂環
式炭化水素基を有する（メタ）アクリレートなどが例示できる。共重合性単量体には、前
記スチレン系単量体、ビニルエステル系単量体、無水マレイン酸、マレイン酸、フマル酸
などが例示できる。これらの単量体は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００３７】
　（メタ）アクリル系樹脂としては、例えば、ポリメタクリル酸メチルなどのポリ（メタ
）アクリル酸エステル、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合体、メタクリル
酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、メタクリル酸メチル－アクリル酸エス
テル－（メタ）アクリル酸共重合体、（メタ）アクリル酸エステル－スチレン共重合体（
ＭＳ樹脂など）などが挙げられる。好ましい（メタ）アクリル系樹脂としては、ポリ（メ
タ）アクリル酸メチルなどのポリ（メタ）アクリル酸Ｃ１－６アルキル、特にメタクリル
酸メチルを主成分（５０～１００重量％、好ましくは７０～１００重量％程度）とするメ
タクリル酸メチル系樹脂が挙げられる。
【００３８】
　有機酸ビニルエステル系樹脂としては、ビニルエステル系単量体の単独又は共重合体（
ポリ酢酸ビニル、ポリプロピオン酸ビニルなど）、ビニルエステル系単量体と共重合性単
量体との共重合体（エチレン－酢酸ビニル共重合体、酢酸ビニル－塩化ビニル共重合体、
酢酸ビニル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体など）又はそれらの誘導体が挙げられ
る。ビニルエステル系樹脂の誘導体には、ポリビニルアルコール、エチレン－ビニルアル
コール共重合体、ポリビニルアセタール樹脂などが含まれる。
【００３９】
　ビニルエーテル系樹脂としては、ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニ
ルプロピルエーテル、ビニルｔ－ブチルエーテルなどのビニルＣ１－１０アルキルエーテ
ルの単独又は共重合体、ビニルＣ１－１０アルキルエーテルと共重合性単量体との共重合
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体（ビニルアルキルエーテル－無水マレイン酸共重合体など）が挙げられる。
【００４０】
　ハロゲン含有樹脂としては、ポリ塩化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、塩化ビニル－酢
酸ビニル共重合体、塩化ビニル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、塩化ビニリデン
－（メタ）アクリル酸エステル共重合体などが挙げられる。
【００４１】
　オレフィン系樹脂には、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレンなどのオレフィンの単
独重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－ビニルアルコール共重合体、エチ
レン－（メタ）アクリル酸共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体な
どの共重合体が挙げられる。脂環式オレフィン系樹脂としては、環状オレフィン（ノルボ
ルネン、ジシクロペンタジエンなど）の単独又は共重合体（例えば、立体的に剛直なトリ
シクロデカンなどの脂環式炭化水素基を有する重合体など）、前記環状オレフィンと共重
合性単量体との共重合体（エチレン－ノルボルネン共重合体、プロピレン－ノルボルネン
共重合体など）などが例示できる。脂環式オレフィン系樹脂は、例えば、商品名「アート
ン（ＡＲＴＯＮ）」、商品名「ゼオネックス（ＺＥＯＮＥＸ）」、商品名「トパス（ＴＯ
ＰＡＳ）」などとして入手できる。
【００４２】
　ポリカーボネート系樹脂には、ビスフェノール類（ビスフェノールＡなど）をベースと
する芳香族ポリカーボネート、ジエチレングリコールビスアリルカーボネートなどの脂肪
族ポリカーボネートなどが含まれる。
【００４３】
　ポリエステル系樹脂には、テレフタル酸などの芳香族ジカルボン酸を用いた芳香族ポリ
エステル［ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートなどのポリＣ２－

４アルキレンテレフタレートやポリＣ２－４アルキレンナフタレートなどのホモポリエス
テル、Ｃ２－４アルキレンアリレート単位（Ｃ２－４アルキレンテレフタレート及び／又
はＣ２－４アルキレンナフタレート単位）を主成分（例えば、５０重量％以上）として含
むコポリエステルなど］が例示できる。コポリエステルとしては、ポリＣ２－４アルキレ
ンアリレートの構成単位のうち、Ｃ２－４アルキレングリコールの一部を、ポリオキシＣ

２－４アルキレングリコール、Ｃ６－１０アルキレングリコール、脂環式ジオール（シク
ロヘキサンジメタノール、水添ビスフェノールＡなど）、芳香環を有するジオール（フル
オレノン側鎖を有する９，９－ビス（４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル）フルオ
レン、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＡ－アルキレンオキサイド付加体など）などで
置換したコポリエステル、芳香族ジカルボン酸の一部を、フタル酸、イソフタル酸などの
非対称芳香族ジカルボン酸、アジピン酸などの脂肪族Ｃ６－１２ジカルボン酸などで置換
したコポリエステルが含まれる。ポリエステル系樹脂には、ポリアリレート系樹脂、アジ
ピン酸などの脂肪族ジカルボン酸を用いた脂肪族ポリエステル、ε－カプロラクトンなど
のラクトンの単独又は共重合体も含まれる。好ましいポリエステル系樹脂は、通常、非結
晶性コポリエステル（例えば、Ｃ２－４アルキレンアリレート系コポリエステルなど）な
どのように非結晶性である。
【００４４】
　ポリアミド系樹脂としては、ジカルボン酸（例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、ア
ジピン酸など）とジアミン（例えば、ヘキサメチレンジアミン、メタキシリレンジアミン
）とから得られるポリアミド、ε－カプロラクタムなどのラクタムから得られるポリアミ
ドなどが挙げられる。ポリアミドは、ホモポリアミドに限らずコポリアミドであってもよ
い。代表的なポリアミド系樹脂には、例えば、ポリアミド４６、ポリアミド６、ポリアミ
ド６６、ポリアミド６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド１１、ポリアミド１２などの
脂肪族ポリアミド系樹脂が挙げられる。
【００４５】
　セルロース誘導体のうち、セルロースエステル類としては、例えば、脂肪酸エステル（
セルロースジアセテート、セルローストリアセテートなどのセルロースアセテート；セル
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ロースプロピオネート、セルロースブチレート、セルロースアセテートプロピオネート、
セルロースアセテートブチレートなどのＣ１－６有機酸エステルなど）、芳香族カルボン
酸エステル（セルロースフタレート、セルロースベンゾエートなどのＣ７－１２芳香族カ
ルボン酸エステル）、無機酸エステル類（例えば、リン酸セルロース、硫酸セルロースな
ど）が例示でき、酢酸・硝酸セルロースエステルなどの混合酸エステルであってもよい。
セルロース誘導体には、セルロースカーバメート類（例えば、セルロースフェニルカーバ
メートなど）、セルロースエーテル類（例えば、シアノエチルセルロース；ヒドロキシエ
チルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロースなどのヒドロキシＣ２－４アルキルセル
ロース；メチルセルロース、エチルセルロースなどのＣ１－６アルキルセルロース；カル
ボキシメチルセルロース又はその塩、ベンジルセルロース、アセチルアルキルセルロース
など）も含まれる。
【００４６】
　好ましい熱可塑性樹脂としては、例えば、スチレン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、
酢酸ビニル系樹脂、ビニルエーテル系樹脂、ハロゲン含有樹脂、脂環式オレフィン系樹脂
、ポリカーボネート系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、セルロース誘導体
、シリコーン系樹脂、及びゴム又はエラストマーなどが挙げられる。前記熱可塑性樹脂と
しては、通常、非結晶性であり、かつ有機溶媒（特に複数のポリマーや硬化性化合物を溶
解可能な共通溶媒）に可溶な樹脂が使用される。特に、成形性又は製膜性、透明性や耐候
性の高い樹脂、例えば、スチレン系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、脂環式オレフィン系
樹脂、ポリエステル系樹脂、セルロース誘導体（セルロースエステル類など）などが好ま
しい。特に、本発明においては、熱可塑性樹脂として、少なくともセルロース誘導体を用
いるのが好ましい。セルロース誘導体は、半合成高分子であり、他の樹脂や硬化性樹脂前
駆体と溶解挙動が異なるため、非常に良好な相分離性を有する。
【００４７】
　前記ポリマー（熱可塑性樹脂）として、硬化反応に関与する官能基（硬化性前駆体と反
応可能な官能基）を有するポリマーを用いることもできる。このようなポリマーは、官能
基を主鎖に有していてもよく、側鎖に有していてもよい。前記官能基は、共重合や共縮合
などにより主鎖に導入されてもよいが、通常、側鎖に導入される。このような官能基とし
ては、縮合性又は反応性官能基（例えば、ヒドロキシル基、酸無水物基、カルボキシル基
、アミノ基又はイミノ基、エポキシ基、グリシジル基、イソシアネート基など）、重合性
官能基（例えば、ビニル、プロペニル、イソプロペニル、ブテニル、アリルなどのＣ２－

６アルケニル基、エチニル、プロピニル、ブチニルなどのＣ２－６アルキニル基、ビニリ
デンなどのＣ２－６アルケニリデン基、又はこれらの重合性官能基を有する官能基（（メ
タ）アクリロイル基など）など）などが挙げられる。これらの官能基のうち、重合性基が
好ましい。
【００４８】
　重合性基を側鎖に有する熱可塑性樹脂は、例えば、反応性基（前記縮合性又は反応性官
能基の項で例示の官能基と同様の基など）を有する熱可塑性樹脂(i)と、この熱可塑性樹
脂の反応性基に対する反応性基と、重合性官能基とを有する化合物（重合性化合物）(ii)
とを反応させ、化合物(ii)が有する重合性官能基を熱可塑性樹脂に導入することにより製
造できる。
【００４９】
　前記反応性基を有する熱可塑性樹脂(i)としては、カルボキシル基又はその酸無水物基
を有する熱可塑性樹脂［例えば、（メタ）アクリル系樹脂（メタクリル酸メチル－（メタ
）アクリル酸共重合体などの（メタ）アクリル酸－（メタ）アクリル酸エステル共重合体
、メタクリル酸メチル－アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体など）、末端
カルボキシル基を有するポリエステル系樹脂又はポリアミド系樹脂など］、ヒドロキシル
基を有する熱可塑性樹脂［例えば、（メタ）アクリル系樹脂（（メタ）アクリル酸エステ
ル－（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキルエステル共重合体など）、末端ヒドロキシル
基を有するポリエステル系樹脂又はポリウレタン系樹脂、セルロース誘導体（ヒドロキシ
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エチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロースなどのヒドロキシＣ２－４アルキルセ
ルロース）、ポリアミド系樹脂（Ｎ－メチロールアクリルアミド共重合体など）など］、
アミノ基を有する熱可塑性樹脂（例えば、末端アミノ基を有するポリアミド系樹脂など）
、エポキシ基を有する熱可塑性樹脂（例えば、エポキシ基（グリシジル基など）を有する
（メタ）アクリル系樹脂やポリエステル系樹脂など）などが例示できる。また、前記反応
性基を有する熱可塑性樹脂(i)としては、スチレン系樹脂やオレフィン系樹脂、脂環式オ
レフィン系樹脂などの熱可塑性樹脂に、共重合やグラフト重合により、前記反応性基を導
入した樹脂を用いてもよい。これらの熱可塑性樹脂(i)のうち、反応性基としてカルボキ
シル基又はその酸無水物基、ヒドロキシル基やグリシジル基（特にカルボキシル基又はそ
の酸無水物基）を有する熱可塑性樹脂が好ましい。なお、前記（メタ）アクリル系樹脂の
うち、前記共重合体は、（メタ）アクリル酸を５０モル％以上含有するのが好ましい。前
記熱可塑性樹脂(i)は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００５０】
　重合性化合物(ii)の反応性基としては、熱可塑性樹脂(i)の反応性基に対して反応性の
基、例えば、前記ポリマーの官能基の項で例示した縮合性又は反応性官能基と同様の官能
基などが挙げられる。
【００５１】
　前記重合性化合物(ii)としては、エポキシ基を有する重合性化合物［例えば、エポキシ
基含有（メタ）アクリレート（グリシジル（メタ）アクリレート、１，２－エポキシブチ
ル（メタ）アクリレートなどのエポキシＣ３－８アルキル（メタ）アクリレート；エポキ
シシクロヘキセニル（メタ）アクリレートなどのエポキシシクロＣ５－８アルケニル（メ
タ）アクリレートなど）、アリルグリシジルエーテルなど］、ヒドロキシル基を有する化
合物［ヒドロキシル基含有（メタ）アクリレート、例えば、ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレートなどのヒドロキシＣ２－４アルキル（メタ）アクリレート；エチレングリコ
ールモノ（メタ）アクリレートなどのＣ２－６アルキレングリコールモノ（メタ）アクリ
レートなど］、アミノ基を有する重合性化合物［例えば、アミノ基含有（メタ）アクリレ
ート；アリルアミンなどのＣ３－６アルケニルアミン；４－アミノスチレン、ジアミノス
チレンなどのアミノスチレン類など）、イソシアネート基を有する重合性化合物［例えば
、（ポリ）ウレタン（メタ）アクリレートやビニルイソシアネートなど］、カルボキシル
基又はその酸無水物基を有する重合性化合物［例えば、（メタ）アクリル酸や無水マレイ
ン酸などの不飽和カルボン酸又はその無水物など］が例示できる。これらの重合性化合物
(ii)は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００５２】
　なお、熱可塑性樹脂(i)の反応性基と重合性化合物(ii)の反応性基との組合せとしては
、例えば、以下の組合せなどが挙げられる。
【００５３】
　(i-1)熱可塑性樹脂(i)の反応性基：カルボキシル基又はその酸無水物基
　　　重合性化合物(ii)の反応性基：エポキシ基、ヒドロキシル基、アミノ基、イソシア
ネート基
　(i-2)熱可塑性樹脂(i)の反応性基：ヒドロキシル基
　　　重合性化合物(ii)の反応性基：カルボキシル基又はその酸無水物基、イソシアネー
ト基
　(i-3)熱可塑性樹脂(i)の反応性基：アミノ基
　　　重合性化合物(ii)の反応性基：カルボキシル基又はその酸無水物基、エポキシ基、
イソシアネート基
　(i-4)熱可塑性樹脂(i)の反応性基：エポキシ基
　　　重合性化合物(ii)の反応性基：カルボキシル基又はその酸無水物基、アミノ基。
【００５４】
　重合性化合物(ii)のうち、特に、エポキシ基含有重合性化合物（エポキシ基含有（メタ
）アクリレートなど）が好ましい。
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【００５５】
　前記官能基含有ポリマー、例えば、（メタ）アクリル系樹脂のカルボキシル基の一部に
重合性不飽和基を導入したポリマーは、例えば、「サイクロマーＰ」などとしてダイセル
化学工業（株）から入手できる。なお、サイクロマーＰは、（メタ）アクリル酸－（メタ
）アクリル酸エステル共重合体のカルボキシル基の一部に、３，４－エポキシシクロヘキ
セニルメチルアクリレートのエポキシ基を反応させて、側鎖に光重合性不飽和基を導入し
た（メタ）アクリル系ポリマーである。
【００５６】
　熱可塑性樹脂に対する硬化反応に関与する官能基（特に重合性基）の導入量は、熱可塑
性樹脂１ｋｇに対して、０．００１～１０モル、好ましくは０．０１～５モル、さらに好
ましくは０．０２～３モル程度であってもよい。
【００５７】
　熱可塑性樹脂（ポリマー）のガラス転移温度は、例えば、－１００℃～２５０℃、好ま
しくは－５０℃～２３０℃、さらに好ましくは０～２００℃程度（例えば、５０～１８０
℃程度）の範囲から選択できる。
【００５８】
　なお、表面硬度の観点から、熱可塑性樹脂（ポリマー）のガラス転移温度は、５０℃以
上（例えば、７０～２００℃程度）、好ましくは１００℃以上（例えば、１００～１７０
℃程度）であるのが有利である。ポリマーの重量平均分子量は、例えば、１，０００，０
００以下、好ましくは１，０００～５００，０００程度の範囲から選択できる。
【００５９】
　前記のように、樹脂バインダーは、相分離可能な複数の樹脂成分で構成されている。こ
のような相分離可能な複数の樹脂成分（複数のポリマー）は、互いに（溶媒の不存在下で
）相分離可能であり、完全に溶媒が蒸発する前から液相で相分離可能であってもよい。ま
た、複数のポリマーは、通常、互いに非相溶であってもよい。
【００６０】
　なお、樹脂バインダーは、相分離可能な２種以上の樹脂成分（熱可塑性樹脂）で構成さ
れている限り、相分離可能な樹脂成分と相分離しない樹脂成分を含んでいてもよい。例え
ば、互いに相分離可能な２種の樹脂成分と、これらの樹脂成分のいずれか一方に対して相
分離しない（相溶する）樹脂成分とで構成してもよい。
【００６１】
　相分離可能な複数の樹脂成分において、樹脂成分の組み合わせは相分離可能な限り特に
限定されないが、加工温度付近で互いに非相溶な複数のポリマー、例えば、互いに非相溶
な２つのポリマーとして適当に組み合わせて使用できる。複数のポリマー（第１のポリマ
ーと第２のポリマー）の屈折率の差は０～０．０６程度であってもよく、例えば、０～０
．０４（例えば、０．０００１～０．０４）、好ましくは０．００１～０．０３程度であ
ってもよい。複数のポリマー間の屈折率差が大きすぎると、機能層内部に形成させる相分
離ドメイン間の屈折率差が大きくなり、内部ヘイズを発生し易くなり、本発明の効果が低
減される。
【００６２】
　複数の樹脂（又は樹脂バインダー）は、少なくともセルロース誘導体、特に、セルロー
スエステル類（例えば、セルロースジアセテート、セルローストリアセテート、セルロー
スアセテートプロピオネート、セルロースアセテートブチレートなどのセルロースＣ２－

４脂肪族カルボン酸エステル類）で構成してもよい。例えば、第１のポリマーがセルロー
ス誘導体（例えば、セルロースアセテートプロピオネートなどのセルロースエステル類）
である場合、第２のポリマーは、（メタ）アクリル系樹脂、脂環式オレフィン系樹脂（ノ
ルボルネンを単量体とする重合体など）、ポリエステル系樹脂（前記ポリＣ２－４アルキ
レンアリレート系コポリエステルなど）などが好ましく、特に、これらの樹脂の中でも、
芳香族環、ハロゲン系元素を含有しないポリマーであるのが好ましい。
【００６３】
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　また、硬化後の耐擦傷性の観点から、前記樹脂バインダーを構成する複数の樹脂成分の
うち、少なくとも一つのポリマー（例えば、互いに非相溶なポリマーのうち一方のポリマ
ー）が硬化性樹脂と反応可能な官能基を有する（特に、側鎖に有する）ポリマーであるの
が好ましい。
【００６４】
　第１のポリマーと第２のポリマーとの割合（重量比）は、例えば、前者／後者＝１／９
９～９９／１、好ましくは５／９５～９５／５、さらに好ましくは１０／９０～９０／１
０程度の範囲から選択でき、通常、２０／８０～８０／２０程度、特に３０／７０～７０
／３０程度である。特に、第１のポリマーにセルロース誘導体を用いる場合、第１のポリ
マーと第２のポリマーとの割合（重量比）は、例えば、前者／後者＝１／９９～３０／７
０、好ましくは５／９５～２８／７２、さらに好ましくは１０／９０～２７／７３、特に
１５／８５～２５／７５程度であってもよい。
【００６５】
　特に、樹脂バインダーをセルロース誘導体で構成する場合、樹脂バインダー全体に対す
るセルロース誘導体の割合は、例えば、０．５～３０重量％、好ましくは１～２５重量％
、さらに好ましくは２～２０重量％（例えば、３～１５重量％）、特に４～１２重量％程
度であってもよい。
【００６６】
　（硬化性樹脂）
　前記のように、機能層は、耐擦傷性（ハードコート性）を付与又は向上するために、通
常、さらに硬化性樹脂を含む塗膜が硬化した硬化膜である。すなわち、機能層は、活性エ
ネルギー線（紫外線、電子線など）や熱などにより最終的に硬化し、硬化樹脂を形成する
。そのため、機能性フィルムに耐擦傷性（ハードコート性）を付与でき、耐久性を向上で
きる。また、このような硬化性樹脂を含む塗膜の硬化膜とすることにより、機能層表面の
凹凸形状を効率よく固定化できる。
【００６７】
　硬化性樹脂（又は硬化性樹脂前駆体）としては、熱や活性エネルギー線（紫外線や電子
線など）などにより反応する官能基を有する化合物であり、熱や活性エネルギー線などに
より硬化又は架橋して樹脂（特に硬化又は架橋樹脂）を形成可能な種々の硬化性化合物が
使用できる。
【００６８】
　前記硬化性樹脂（前駆体）としては、例えば、熱硬化性化合物又は樹脂［エポキシ基、
イソシアネート基、アルコキシシリル基、シラノール基、重合性基（ビニル基、アリル基
、（メタ）アクリロイル基など）などを有する低分子量化合物（又はプレポリマー、例え
ば、エポキシ系樹脂、不飽和ポリエステル系樹脂、ウレタン系樹脂、シリコーン系樹脂な
どの低分子量樹脂など）］、活性光線（紫外線など）により硬化可能な光硬化性化合物（
光硬化性モノマー、オリゴマー、プレポリマーなどの紫外線硬化性化合物など）などが例
示でき、光硬化性化合物は、ＥＢ（電子線）硬化性化合物などであってもよい。なお、光
硬化性モノマー、オリゴマーや低分子量であってもよい光硬化性樹脂などの光硬化性化合
物を、単に「光硬化性樹脂」という場合がある。硬化性樹脂前駆体は、単独で又は二種以
上組み合わせて使用できる。
【００６９】
　前記光硬化性化合物は、通常、光硬化性基、例えば、重合性基（ビニル基、アリル基、
（メタ）アクリロイル基など）や感光性基（シンナモイル基など）を有しており、特に重
合性基を有する光硬化性化合物（例えば、単量体、オリゴマー（又は樹脂、特に低分子量
樹脂））が好ましい。光硬化性化合物は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００７０】
　重合性基を有する光硬化性化合物のうち、単量体としては、例えば、単官能性単量体［
（メタ）アクリル酸エステルなどの（メタ）アクリル系単量体、例えば、アルキル（メタ
）アクリレート（メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（
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メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）ア
クリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ｎ－ラウリル（メタ）アクリレート、ｎ
－ステアリル（メタ）アクリレートなどのＣ１－２４アルキル（メタ）アクリレートなど
）、シクロアルキル（メタ）アクリレート、橋架環式炭化水素基を有する（メタ）アクリ
レート（イソボルニル（メタ）アクリレート、アダマンチル（メタ）アクリレートなど）
、グリシジル（メタ）アクリレート、パーフルオロオクチルエチル（メタ）アクリレート
、トリフルオロエチル（メタ）アクリレートなどのフッ素含有アルキル（メタ）アクリレ
ート；酢酸ビニルなどのビニルエステル、ビニルピロリドンなどのビニル系単量体など］
、少なくとも２つの重合性不飽和結合を有する多官能性単量体［エチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ブタンジオールジ
（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオ
ールジ（メタ）アクリレートなどのアルキレングリコールジ（メタ）アクリレート；ジエ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジプロピレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、ポリオキシテトラメチレングリコールジ（メタ）アクリレートなどの（ポリ）アル
キレングリコールジ（メタ）アクリレート；トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）ア
クリレート、アダマンタンジ（メタ）アクリレートなどの橋架環式炭化水素基を有するジ
（メタ）アクリレート；トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロ
ールエタントリ（メタ）アクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラ（メタ）アクリ
レート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ
（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペンタ
エリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートなどの３～６個程度の重合性不飽和結合を有
する多官能性単量体など］が例示できる。
【００７１】
　重合性基を有する光硬化性化合物のうち、オリゴマー又は樹脂としては、ビスフェノー
ルＡ－アルキレンオキサイド付加体の（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレ
ート（ビスフェノールＡ型エポキシ（メタ）アクリレート、ノボラック型エポキシ（メタ
）アクリレートなど）、ポリエステル（メタ）アクリレート（例えば、脂肪族ポリエステ
ル型（メタ）アクリレート、芳香族ポリエステル型（メタ）アクリレートなど）、（ポリ
）ウレタン（メタ）アクリレート（ポリエステル型ウレタン（メタ）アクリレート、ポリ
エーテル型ウレタン（メタ）アクリレートなど）、シリコーン（メタ）アクリレートなど
が例示できる。ハイブリッド型光硬化性化合物としては、ＪＳＲ（株）製、商品名「オプ
スター」などが上市されている。
【００７２】
　好ましい硬化性樹脂前駆体は、短時間で硬化できる光硬化性化合物、例えば、紫外線硬
化性化合物（モノマー、オリゴマーや低分子量であってもよい樹脂など）、ＥＢ硬化性化
合物である。特に、実用的に有利な樹脂前駆体は、紫外線硬化性モノマー、紫外線硬化性
樹脂である。さらに、耐擦傷性などの耐性を向上させるため、光硬化性樹脂は、分子中に
２個以上（好ましくは２～６個、さらに好ましくは２～４個程度）の重合性不飽和結合を
有する化合物であるのが好ましい。
【００７３】
　硬化性樹脂の分子量としては、ポリマーとの相溶性を考慮して５０００以下（例えば、
１００～５０００）、好ましくは２０００以下（例えば、１５０～２０００）、さらに好
ましくは１０００以下（例えば、２００～１０００）程度である。
【００７４】
　硬化性樹脂は、その種類に応じて、硬化剤と組み合わせて用いてもよい。例えば、熱硬
化性樹脂は、アミン類、多価カルボン酸類などの硬化剤と組み合わせて用いてもよく、光
硬化性樹脂は光重合開始剤と組み合わせて用いてもよい。
【００７５】
　前記光重合開始剤としては、慣用の成分、例えば、アセトフェノン類又はプロピオフェ
ノン類、ベンジル類、ベンゾイン類、ベンゾフェノン類、チオキサントン類、アシルホス
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フィンオキシド類などが例示できる。
【００７６】
　光硬化剤などの硬化剤の含有量は、硬化性樹脂１００重量部に対して０．１～２０重量
部、好ましくは０．５～１０重量部、さらに好ましくは１～８重量部（特に１～５重量部
）程度であり、３～８重量部程度であってもよい。
【００７７】
　さらに、硬化性樹脂前駆体は硬化促進剤、架橋剤、熱重合禁止剤などを含んでいてもよ
い。例えば、光硬化性樹脂前駆体は、光硬化促進剤、例えば、第三級アミン類（ジアルキ
ルアミノ安息香酸エステルなど）、ホスフィン系光重合促進剤などと組み合わせてもよい
。
【００７８】
　本発明では、前記のように樹脂バインダーが、相分離可能な複数の樹脂成分で構成され
ていればよく、樹脂バインダーと硬化性樹脂（特に複数の硬化性官能基を有するモノマー
又はオリゴマー）とは、互いに相分離可能（又は非相溶性）であってもよく、互いに相分
離しなくてもよい（又は相溶性であってもよい）。また、硬化性樹脂前駆体は、非相溶な
複数のポリマーのうち、少なくとも１つのポリマーと加工温度付近で互いに相溶する組合
せで使用される場合が多い。互いに非相溶な複数のポリマーを、例えば、第１のポリマー
と第２のポリマーとで構成する場合、硬化性樹脂は、第１のポリマー及び第２のポリマー
のうち少なくともいずれか一方の樹脂と相溶すればよく、両方のポリマー成分と相溶して
もよい。両方のポリマー成分に相溶する場合、第１のポリマー及び硬化性樹脂を主成分と
した混合物と、第２のポリマー及び硬化性樹脂を主成分とした混合物との少なくとも二相
に相分離してもよい。
【００７９】
　相分離させる両者の相溶性が高い場合、溶媒を蒸発させるための乾燥過程で両者が有効
に相分離せず、防眩層としての機能が低下する。
【００８０】
　なお、複数のポリマーの相分離性、及び複数のポリマーと硬化性モノマーとの相分離性
は、それぞれ双方の成分に対する良溶媒を用いて均一溶液を調製し、溶媒を徐々に蒸発さ
せる過程で、残存固形分が白濁するか否かを目視にて確認することにより簡便に判定でき
る。
【００８１】
　さらに、通常、複数のポリマーと、硬化性樹脂の硬化により生成した硬化又は架橋樹脂
とは互いに屈折率が異なる。また、複数のポリマー（例えば、第１のポリマーと第２のポ
リマー）の屈折率も互いに異なる。本発明では、ポリマーと硬化又は架橋樹脂との屈折率
の差、複数のポリマー（第１のポリマーと第２のポリマー）の屈折率の差は、例えば、０
～０．０６、好ましくは０．０００１～０．０５、さらに好ましくは０．００１～０．０
４程度であってもよい。このような屈折率差のポリマーを選択することにより、相分離し
たドメインもこのような屈折率差とすることができる。
【００８２】
　樹脂バインダー（又は複数の樹脂）と硬化性樹脂との割合（重量比）は、特に制限され
ず、例えば、前者／後者＝５／９５～９５／５程度の範囲から選択でき、表面硬度の観点
から、好ましくは５／９５～８０／２０程度であり、さらに好ましくは１０／９０～７０
／３０、特に１５／８５～６０／４０程度である。特に、樹脂バインダーの全部又は一部
にセルロース誘導体を用いる場合、樹脂バインダー（又は複数の樹脂）と硬化性樹脂との
割合（重量比）は、例えば、前者／後者＝１０／９０～８０／２０、好ましくは２０／８
０～７０／３０、さらに好ましくは３０／７０～６０／４０（例えば、３５／６５～５５
／４５）程度であってもよい。
【００８３】
　（中空シリカ粒子）
　前記のように、前記機能層（又は塗膜）は、中空シリカ粒子を含んでいる。なお、本明
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細書において、中空シリカ粒子とは、内部に空洞部を有するシリカ粒子を意味する。
【００８４】
　中空シリカ粒子全体の形状としては、特に制限されず、例えば、球状、楕円体状、無定
形状などが挙げられる。中空シリカ粒子の形状は、これらの形状のうち、通常、球状であ
ってもよい。
【００８５】
　中空シリカ粒子において、空洞部の形状や大きさは、特に限定されず、粒子の屈折率が
後述する範囲であればよい。
【００８６】
　中空シリカ粒子は、通常、粒子の外殻（シェル）に対して核（コア）としての１個の空
洞部（球状粒子の場合、球状空洞部）を有していてもよく、粒子内に複数の空洞部（球状
又は楕円体状など）を有していてもよい。このような中空シリカ粒子については、特開２
００１－２３３６１１号公報、特開２００３－１９２９９４号公報などに記載されている
。これらの文献に記載された中空シリカ粒子は、屈折率が低く、コロイド領域の粒子であ
り、分散性などに優れており、本発明では、これらの文献に記載された中空シリカ粒子を
好ましく使用でき、これらの文献に記載された製造方法で中空シリカ粒子を製造できる。
【００８７】
　中空シリカ粒子の平均粒子径は、１００ｎｍ以下（例えば、３０ｎｍ～９０ｎｍ）の範
囲から選択でき、例えば、４０～８０ｎｍ、好ましくは５０～７０ｎｍ、さらに好ましく
は５５～６５ｎｍ程度であってもよい。中空シリカ粒子の平均粒子径が小さすぎると、粒
子の屈折率が高くなるに伴い機能層の屈折率も大きくなるため、明室コントラストが低下
し、このため画面が白味を帯び易い。一方、中空シリカ粒子の平均粒子径が大きすぎると
、粒子そのものが散乱体となり、不要な光の散乱の原因となることがあるため、この場合
も画面が白味を帯び易い。
【００８８】
　中空シリカ粒子の屈折率（ｎ）は、例えば、１．２～１．２５、好ましくは１．２１～
１．２４程度であってもよい。中空シリカ粒子の屈折率が低すぎると、生産性が低下し、
中空シリカ粒子の屈折率が大きすぎると、機能層の屈折率も大きくなり、明室コントラス
トが低下し、画面が白味を帯び易い。
【００８９】
　中空シリカ粒子は、通常、表面処理された粒子［中空シリカ粒子（表面処理剤により表
面処理された中空シリカ粒子）など］であってもよい。表面処理剤としては、例えば、シ
ランカップリング剤などのカップリング剤が挙げられる。
【００９０】
　シランカップリング剤としては、例えば、アルコキシシリル基含有シランカップリング
剤［例えば、テトラアルコキシシラン類（テトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン
などのテトラＣ１－４アルコキシシラン、テトラフェノキシシランなど）、トリアルコキ
シシラン類（例えば、メチルトリメトキシシラン、オクチルトリエトキシシランなどのＣ

１―１２アルキルトリＣ１－４アルコキシシラン、ジメチルジメトキシシランなどのジＣ

２―４アルキルジＣ１－４アルコキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、ジフェニル
ジメトキシシランなどのアリールＣ１－４アルコキシシランなど）など］、ハロゲン含有
シランカップリング剤［例えば、トリフルオロプロピルトリメトキシシランなどのトリフ
ルオロＣ２―４アルキルジＣ１－４アルコキシシラン、パーフルオロオクチルエチルトリ
メトキシシランなどのパーフルオロアルキルＣ２―４アルキルジＣ１－４アルコキシシラ
ン、２－クロロエチルトリメトキシシランなどのクロロＣ２―４アルキルトリＣ１―４ア
ルコキシシラン、メチルトリクロロシランなどのＣ１―４アルキルトリクロロシランなど
］、ビニル基含有シランカップリング剤（例えば、ビニルトリメトキシシランなどのビニ
ルトリＣ１－４アルコキシシランなど）、エチレン性不飽和結合基含有シランカップリン
グ剤［例えば、２－（メタ）アクリロキシエチルトリメトキシシラン、３－（メタ）アク
リロキシプロピルメチルジメトキシシランなどの（メタ）アクリロキシＣ２－４アルキル
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Ｃ１－４アルコキシシランなど］、エポキシ基含有シランカップリング剤［例えば、２－
（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシランなどの脂環式エポキシ基
を有するＣ２－４アルキルトリＣ１－４アルコキシシラン、２－グリシジルオキシエチル
トリメトキシシランなどのグリシジルオキシＣ２－４アルキルトリＣ１－４アルコキシシ
ラン、３－（２－グリシジルオキシエトキシ）プロピルトリメトキシシランなど］、アミ
ノ基含有シランカップリング剤［例えば、２－アミノエチルトリメトキシシラン、３－ア
ミノプロピルメチルジメトキシシランなどのアミノＣ２－４アルキルＣ１－４アルコキシ
シラン、３－［Ｎ－（２－アミノエチル）アミノ］プロピルトリメトキシシランＮ－フェ
ニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－ウレイドイソプロピルプロピルトリ
エトキシシランなど］、メルカプト基含有シランカップリング剤（例えば、３－メルカプ
トプロピルトリメトキシシランなどのメルカプトＣ２－４アルキルトリＣ１－４アルコキ
シシランなど）、カルボキシル基含有シランカップリング剤（２－カルボキシエチルトリ
メトキシシランなどのカルボキシＣ２－４アルキルトリＣ１－４アルコキシシランなど）
、シラノール基含有シランカップリング剤（例えば、トリメチルシラノールなど）などが
挙げられる。これらのシランカップリング剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使用で
きる。
【００９１】
　表面処理方法としては、慣用の方法（前述の特開２００１－２３３６１１号公報、特開
２００３－１９２９９４号公報に記載の方法など）を利用でき、中空シリカ粒子の分散液
（アルコールなどの分散液）にシランカップリング剤などのカップリング剤を加え、さら
に、この分散液に水を添加し、必用に応じて酸またはアルカリなどの加水分解触媒を添加
する方法などが利用できる。
【００９２】
　なお、このような中空シリカ粒子成分は、例えば、分散液の形態で入手でき、防眩性を
付与するための塗工液に添加して使用する。このような分散液は、例えば、触媒化成工業
（株）製「ＳＨ－１１２３ＳＩＶ」などとして入手できる。
【００９３】
　機能層において、中空シリカ粒子の割合は、例えば、機能層（機能層の固形分全体）に
対して、例えば、０．１～２０重量％、好ましくは０．２～１５重量％、さらに好ましく
は０．３～１０重量％、特に０．５～５重量％程度であってもよい。また、機能層におい
て、中空シリカ粒子の割合は、樹脂バインダー１００重量部に対して、例えば、０．５～
３０重量部、好ましくは１～２５重量部、さらに好ましくは１．５～２０重量部、特に２
～１５重量部程度であってもよい。
【００９４】
　（機能層の構造）
　機能層は、樹脂バインダーおよび中空シリカ粒子で構成されており、通常、樹脂バイン
ダー、硬化性樹脂、および中空シリカ粒子を含む塗膜が硬化した硬化層である。
【００９５】
　このような機能層は、通常、表面に凹凸構造（凹凸形状）を有しており、このような表
面の凹凸構造は、通常、少なくとも前記複数の樹脂（又は樹脂バインダー）の相分離によ
り形成されている。特に、前記凹凸構造は、複数の樹脂の相分離および対流現象（塗膜表
面の対流現象）により形成された凹凸構造であってもよい。
【００９６】
　詳細には、機能層は、相分離した複数のドメイン及びマトリックスで構成されるととも
に、その表面において、ドメインとマトリックスとの間が凹凸状に形成されている。すな
わち、相分離の進行に伴って共連続相構造を形成し、さらに相分離が進行すると、連続相
が自らの表面張力により非連続化し、液滴相構造（球状、真球状、円盤状、楕円体状、長
方体状などの独立相の海島構造）となる。従って、相分離の程度によって、共連続相構造
と液滴相構造との中間的構造（上記共連続相から液滴相に移行する過程の相構造）も形成
できる。本発明において、機能層中の相分離構造は、海島構造（液滴相構造、又は一方の
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相が独立または孤立した相構造）、共連続相構造（又は網目構造）であってもよく、共連
続相構造と液滴相構造とが混在した中間的構造であってもよい。なお、ドメインは規則的
又は周期的に形成されていてもよい。相分離構造（ドメイン）は、フィルム断面を透過型
電子顕微鏡により観察できる。
【００９７】
　このように、表面に凹凸構造を有する機能層は、機能層を構成する材料（複数のポリマ
ー、硬化性樹脂の硬化物）の屈折率差を、前述の範囲に調整できるため、微粒子を分散し
て表面凹凸形状を形成する方法と異なり、層の内部で散乱を引き起こすような散乱媒体を
機能層中に実質上含まない。このため、層の内部におけるヘイズ（層の内部で散乱を引き
起こす内部ヘイズ）は低く、例えば、０～３％程度であり、好ましくは０～２％（例えば
、０．１～１．５％）、さらに好ましくは０～１％（例えば、０．１～０．８％）程度で
ある。なお、内部ヘイズは、透明粘着層を介して平滑な透明フィルムと機能層の表面凹凸
形状とを貼り合わせて、ヘイズを測定することにより測定できる。
【００９８】
　本発明では、機能層における表面の複数のドメインは、機能層の製造において形成され
る対流セル（対流細胞）の配列に応じた比較的制御された間隔で形成されている。特に、
その表面においても、対流セルとして、凹凸構造が形成されている。このような凹凸構造
（ドメイン）は、閉じた凹凸状（ループ状）域であり、通常、このループ状域は、略閉じ
ていればよい。また、前記ドメインは、略全てが独立していてもよいが、一部の隣接する
ドメインが細長い（幅の狭い）連絡部で接続されていてもよい。ドメインの形状は、特に
限定されず、不定形、円形、楕円形、多角形などであり、通常、円形又は楕円形である。
【００９９】
　さらに、セル状回転対流によって形成されたドメイン（表面における凹凸構造）は、通
常、実質的に規則性又は周期性を有している。このような表面凹凸構造における平均凸間
距離［隣接する凸部の頂部間（ドメイン間）におけるピッチ］は５０～２００μｍ程度の
範囲から選択でき、例えば、１００～１５０μｍ、好ましくは１２０～１４０μｍ程度で
ある。平均凸間距離は、例えば、対流発生時の塗膜厚みによって制御可能である。
【０１００】
　さらに、機能層は、表面における各ドメイン内には少なくとも１つの凹凸部（内部セル
）が形成されていてもよく、各ドメインの表面形状としては、機能層の面方向に対して垂
直な方向から見て、例えば、二重円状であってもよく、各ドメインを形成する円の中に複
数の小円を内包する円状であってもよい。すなわち、各ドメイン内に形成された凹凸部は
、対流セルの中央部又はその周辺部に相当する位置に、上昇流によって隆起された凸部（
微小隆起領域）又は陥没した凹部（微小陥没領域）として形成されていてもよい。この凹
凸部も閉じたループ状（内ループ）であり、通常、この内ループは、略閉じていてもよい
。また、内ループも、独立している場合が多いが、一部の隣接するループは、細長い（幅
の狭い）連絡部で接続されていてもよい。特に、一個のドメイン内に１～数個（例えば、
１～３個）程度の凹凸部（特に点状凸部）が形成されていてもよい。凹凸部（内ループ）
の形状も、特に限定されず、不定形、円形、楕円形、多角形などであり、通常、円形又は
楕円形である。なお、一個の対流セル内につき、上昇流又は相分離構造による微小凹凸部
が形成されると、光散乱特性が向上するため、映り込み画像のぎらつきを抑制できる。さ
らに、細胞セルの内ループの間隔がより均等になり、ドメインが均一な凹凸形状を形成す
るため、特に好ましい。
【０１０１】
　内ループ（微小凹凸部）の大きさ（径）は、例えば、３～１５０μｍ程度であってもよ
く、好ましくは５～１００μｍ、さらに好ましくは１０～５０μｍ（特に１５～４０μｍ
）程度である。内ループの面積比は、外ループ内の１～８０％、好ましくは３～５０％、
さらに好ましくは５～４０％（特に１０～３０％）程度である。
【０１０２】
　（低屈折率層）
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　そして、本発明の機能性フィルムでは、機能層において、中空シリカ粒子が、機能層の
表面側（機能層の少なくとも一方の表面側、特に基材と反対側の表面側）に偏在する形で
存在している。このような中空シリカ粒子を機能層の少なくとも一方の面に偏在させるこ
とにより、液晶表示装置などの表示装置において、低屈折率層を最表面となるように配設
した場合などに、外部からの光（外部光源など）が、防眩性フィルムの表面で反射するの
を有効に防止できる。すなわち、前記機能層（又は硬化層）は、反射防止性（およびハー
ドコート性）が付与されているため、反射防止機能を有する防眩層（または防眩性ハード
コート層）である。
【０１０３】
　中空シリカ粒子は、通常、前記表面の凹凸構造に中空シリカ粒子が追随した形態で偏在
していてもよい（又は前記表面の凹凸構造に沿って中空シリカ粒子が積層していてもよい
）。すなわち、機能層は、樹脂バインダーの相分離により形成された表面凹凸構造を含む
表層部分に、中空シリカ粒子の層［中空シリカ粒子が偏在又は偏在して形成された層（低
屈折率層）］を有していてもよい。このような低屈折率層（中空シリカ粒子層）は、いわ
ば、中空シリカ粒子が、基材フィルムの反対側に析出することによって形成される中空シ
リカ粒子偏在層に相当する。
【０１０４】
　なお、このような機能層では、低屈折率層に中空シリカ粒子が偏在していればよく、表
層部分以外においても中空シリカ粒子が含まれていてもよい。なお、低屈折率層は、通常
、厚み方向に１層以上の中空シリカ粒子が積層することによって形成されている。
【０１０５】
　低屈折率層（又は表面の凹凸構造を含み、中空シリカ粒子が積層された表層）の厚みは
、例えば、７０～１２０ｎｍ、好ましくは８０～１００ｎｍ、さらに好ましくは８５～９
５ｎｍ程度であってもよい。低屈折率層の厚みは中空シリカ粒子の粒径及びその表面処理
によって制御することが可能である。中空シリカ粒子の粒径が大きいと厚みは大きくなり
、粒径が小さいと厚みは小さくなる。なお、低屈折率層の厚みが小さすぎると、フレネル
の原理より外れた膜厚となる場合があり、反射防止性能が低下したり、明室コントラスト
が低下することにより画面が白味を帯び易い。一方、低屈折率層の厚みが大きすぎても、
フレネルの原理より外れた膜厚となる場合があり、反射防止性能が低下したり、明室コン
トラストが低下することにより画面が白味を帯び易い。
【０１０６】
　このような機能層においては、機能層の表面のほとんど又は全部が中空シリカ粒子で被
覆されている。例えば、機能層の一方の面（特に、基材フィルムと反対側の面）の表面積
の９０％以上、好ましくは９３％以上、さらに好ましくは９５％以上に、中空シリカ粒子
が存在していてもよい。
【０１０７】
　なお、中空シリカ粒子が表面に偏在する理由については、定かではないが、下記の３種
類の駆動力が関係していると考えられる。
【０１０８】
　（ｉ）中空シリカ粒子（シランカップリング剤などにより表面処理された中空シリカ粒
子など）の表面自由エネルギーが塗工液中の他成分より低くなる場合、塗膜中から中空シ
リカ粒子の表面への移動が生じる
　（ｉｉ）中空シリカ粒子（シランカップリング剤などにより表面処理された中空シリカ
粒子など）が、塗工液中の溶剤に対する親和性を有している場合、塗膜からの溶剤の蒸発
に伴って、中空シリカ粒子が表面へ移行（又は浮上）する
　（ｉｉｉ）中空シリカ粒子（シランカップリング剤などにより表面処理された中空シリ
カ粒子など）が、塗布液中のすべての樹脂成分と非相溶性を示す場合、塗膜の乾燥による
塗膜中の含有溶剤量の減少に伴って、中空シリカ粒子が樹脂相（硬化層）から押し出され
るとともに、樹脂バインダーの相分離の進行によって硬化層からの押し出しがさらに促進
される。
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【０１０９】
　中空シリカ粒子が表面に偏在する際には、上記の駆動力のうち少なくとも一つが作用す
るものと考えられる。
【０１１０】
　なお、従来技術において、防眩層と低反射率層とを２回の塗布によって作製する場合、
中空シリカ粒子を表面凹凸に完全に追随させることは困難である。例えば、中空シリカ粒
子を含む塗工液が防眩層に塗布された後、特に凸部に存在する塗工液は、表面張力による
レベリングや重力の影響により凹部に移動しやすいため、凸部は中空シリカ粒子によって
被覆されにくい。そのため、反射率を充分に低下させることが出来ない。また、表面凹凸
を完全に被覆しようと中空シリカ粒子を多量に使用した場合、表面凹凸そのものが中空シ
リカ粒子によって埋められてしまい、防眩性が失われてしまうことがある。
【０１１１】
　一方、本発明では、１回の塗工によって、中空シリカ粒子は塗膜の内部から表面張力や
相分離などの作用によって表面へ偏在するため、表面凹凸を効率よく被覆することが可能
である。この場合、中空シリカ粒子は、前記のように、通常、表面凹凸に追随して被覆す
るため、効率的に反射防止機能を付与することができる。
【０１１２】
　また、基材と反対側の表面に透明微粒子を突出させて表面凹凸を形成するタイプの防眩
膜においては、微粒子が突出している部分を中空シリカ粒子で被覆することは不可能であ
るため、表面を十分に中空シリカ粒子で被覆することはできず、充分に反射率を低下させ
ることができない。中空シリカ粒子の性状によっては、凹凸付与のための微粒子と凝集物
を形成する場合もある。
【０１１３】
　これに対し、本発明のように、相分離（及び対流）によって表面凹凸を形成するタイプ
の防眩膜においては、中空シリカ粒子の運動を妨害する前記微粒子のような異物が無いた
め、表面に効率よく中空シリカ粒子を偏在させることが可能であり、反射防止機能を高め
ることができる。
【０１１４】
　機能層の厚みは、例えば、０．３～２０μｍ程度、好ましくは１～１８μｍ（例えば、
３～１６μｍ）程度であってもよく、通常、５～１５μｍ（特に７～１３μｍ）程度であ
る。
【０１１５】
　機能性フィルム（又は機能層）表面の粗さとしては、表面の平均傾斜角が０．５～１．
５°程度の範囲であってもよく、例えば、０．７～１°、好ましくは０．８～０．９５°
程度である。平均傾斜角はＪＩＳ　Ｂ０６０１に準拠して、接触式表面粗さ計（東京精密
（株）製、商品名「ｓｕｒｆｃｏｍ５７０Ａ」）を用いて測定できる。
【０１１６】
　また、本発明の機能性フィルム（又は機能層）の全光線透過率は、例えば、７０～１０
０％、好ましくは８０～９９％、さらに好ましくは８５～９８％（特に８８～９７％）程
度である。
【０１１７】
　さらに、機能性フィルム（又は機能層）のヘイズは、１～１０％程度の範囲から選択で
き、例えば、５～６．５％、好ましくは５．５～６％程度である。
【０１１８】
　なお、ヘイズ及び全光線透過率は、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して、日本電色工業（株
）製、ＮＤＨ－５０００Ｗヘイズメーターを用いて測定できる。
【０１１９】
　また、本発明の機能性フィルム（又は機能層）の写像（透過像）鮮明度は、０．５ｍｍ
幅の光学櫛を使用した場合、１０～７０％程度の範囲から選択でき、例えば、２０～３０
％、好ましくは２５～３０％程度である。



(20) JP 5139781 B2 2013.2.6

10

20

30

40

50

【０１２０】
　写像鮮明度とは、フィルムを透過した光のボケや歪みを定量化する尺度である。写像鮮
明度は、フィルムからの透過光を移動する光学櫛を通して測定し、光学櫛の明暗部の光量
により値を算出する。すなわち、フィルムが透過光をぼやかす場合、光学櫛上に結像され
るスリットの像は太くなるため、透過部での光量は１００％以下となり、一方、不透過部
では光が漏れるため０％以上となる。写像鮮明度の値Ｃは光学櫛の透明部の透過光最大値
Ｍと不透明部の透過光最小値ｍから次式により定義される。
【０１２１】
　　　Ｃ（％）＝［(Ｍ－ｍ)／(Ｍ＋ｍ)］×１００
　すなわち、Ｃの値が１００％に近づく程、防眩性フィルムによる像のボケが小さい［参
考文献；須賀、三田村，塗装技術，１９８５年７月号］。
【０１２２】
　前記写像鮮明度測定の測定装置としては、写像性測定器（スガ試験機（株）製、ＩＣＭ
－１ＤＰ）が使用できる。光学櫛としては、０．１２５～２ｍｍ幅の光学櫛を用いること
ができる。
【０１２３】
　写像鮮明度が前記範囲にあると、映り込みの輪郭を十分ぼやかすことができるため、良
好な防眩性を付与できる。写像鮮明度が高すぎると、映り込み防止効果が低下する。一方
、写像鮮明度が小さすぎると、前記の映り込みは防止できるが、画像の鮮明さが低下する
。
【０１２４】
　［機能性フィルムの製造方法］
　本発明の機能性フィルム（又は機能層）は、例えば、基材（基材フィルム）の上に、前
記樹脂バインダー、前記硬化性樹脂および前記中空シリカ粒子を含む塗布液（塗工液、混
合液）を塗布（塗工）する工程（塗布工程）と、この工程により形成された未乾燥の塗膜
（未乾燥塗膜、湿潤塗膜）を乾燥させる工程（乾燥工程）と、この工程により乾燥された
塗膜（乾燥塗膜）を硬化する工程（硬化工程）とを経ることにより製造される。なお、通
常、乾燥工程において、複数の樹脂の相分離（および対流現象）が生じ、表面凹凸構造が
形成される。そして、中空シリカ粒子は、塗膜の乾燥過程において、樹脂の相分離や表面
自由エネルギーの低さなどを駆動力として、表面（基材と反対側の表面）に偏在する。
【０１２５】
　詳細には、機能層は、前記樹脂バインダーと、前記硬化性樹脂と、前記中空シリカ粒子
と、溶媒とを含む混合液（特に混合溶液）を、基材（基材フィルム）上に塗布し、湿潤（
未乾燥）塗膜を乾燥させる工程において、湿潤（未乾燥）塗膜に相分離［特に相分離およ
び及び対流現象（細胞状回転対流など）］を発生させ、硬化させることにより製造できる
。本発明では、溶媒として沸点１００℃以上の溶媒を用い、乾燥工程で、湿潤塗膜に細胞
状回転対流（対流セル）及び相分離を発生させた後、その塗膜を硬化して製造するのが好
ましい。なお、前記基材として剥離性基材を用いる場合には、基材から機能層を構成する
塗膜を剥離して、機能性フィルムとしてもよい。
【０１２６】
　（細胞状回転対流）
　本発明では、前記塗布液又は混合液（溶液）を塗布した後、通常、細胞状回転対流によ
り、塗膜表面を隆起させて、表面に規則的又は周期的な凹凸形状を形成する。一般に、回
転対流は、溶媒の蒸発乾燥とともに塗膜の表面付近が蒸発熱により冷却された結果、塗膜
の上層と下層との間で限界以上の温度差が生じることにより発生する。このような対流は
、ベナール型対流と称されている。また、ベナール型対流は、ベナールによって発見され
、レイリーによって理論体系付けられたため、ベナール・レイリー対流とも称される。そ
の限界温度差ΔＴは、塗膜の厚さｄ、塗膜（溶液）の動粘性係数ν、塗膜の温度伝導率κ
、塗膜の体積膨張係数α、重力加速度ｇによって決定される。対流は、以下の式で定義さ
れるレイリー数Ｒａが、特定の臨界値を超えると発生する。
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【０１２７】
　　　Ｒａ＝（α・ｇ・ΔＴ・ｄ３）／（κ・ν）
　このようにして発生した対流は、規則正しく上昇運動と下降運動とが繰り返され、膜表
面に規則的又は周期的な凹凸形状が細胞状に配列される。この細胞のアスペクト比（塗布
方向／厚み方向）は２／１～３／１程度になることが知られている。
【０１２８】
　また、細胞状回転対流の方式は特に限定されず、他の対流であってもよく、例えば、表
面張力の不均一分布によるマランゴーニ対流（密度差対流）であってもよい。
【０１２９】
　（対流と相分離の併用）
　本発明では、このように回転対流を発生させ、対流の流れ及び固形分濃度差によって生
じる表面の凹凸形状を形成するが、このような対流とともに、互いに相分離性を有する成
分を含有する溶液を用いて前記成分を相分離し、相分離構造を形成してもよい。対流と相
分離との併用における詳しいメカニズムは解明できていないが、次のように推定できる。
【０１３０】
　対流と相分離とを併用することにより、まず、塗布後に対流細胞が発生する。次に、そ
れぞれの対流細胞内で相分離が発生し、相分離の構造は時間とともに巨大化していくが、
対流の細胞壁で相分離の成長は止まる。その結果として、対流細胞のサイズ、配列に応じ
た間隔に制御され、相分離構造に伴う良好な形・高さの凹凸形状が形成される。すなわち
、形、配列、大きさともに、充分に制御された機能性フィルムが得られる。
【０１３１】
　（塗布液）
　本発明では、前記塗布液（又は混合液、特に溶液）中の溶媒を蒸発させることにより、
前記対流や相分離を行うことができる。特に、混合液（特に溶液）に含まれる成分の中で
も、溶媒は、安定的に対流を発生させるために必要不可欠である。それは、蒸発に伴う気
化熱により塗膜表面の温度を低下させる作用を有するからであり、さらに、発生した対流
を滞りなく流すための流動性の作用を有するためである。
【０１３２】
　溶媒は、用いる樹脂バインダー及び硬化性樹脂の種類及び溶解性に応じて選択でき、混
合溶媒の場合、少なくとも１種類の固形分（樹脂バインダー、硬化性樹脂、反応開始剤、
その他添加剤などから選択された少なくとも１種の成分）を均一に溶解できる溶媒であれ
ばよい。そのような溶媒としては、例えば、ケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、
メチルイソブチルケトン、アセチルアセトン、アセト酢酸エステル、シクロヘキサノンな
ど）、エーテル類（ジエチルエーテル、ジオキサン、テトラヒドロフランなど）、脂肪族
炭化水素類（ヘキサンなど）、脂環式炭化水素類（シクロヘキサンなど）、芳香族炭化水
素類（トルエン、キシレンなど）、ハロゲン化炭化水素類（ジクロロメタン、ジクロロエ
タンなど）、エステル類（酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸ブチルなど）、水、アルコール
類（メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール、シクロヘ
キサノール、ジアセトンアルコール、フルフリルアルコール、テトラヒドロフルフリルア
ルコール、エチレングリコール、プロピレングリコール、ヘキシレングリコールなど）、
セロソルブ類（メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、ジエチレング
リコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、プロピレング
リコールモノメチルエーテルなど）、セロソルブアセテート類、スルホキシド類（ジメチ
ルスルホキシドなど）、アミド類（ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドなど）
などが例示できる。これらの溶媒は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【０１３３】
　なお、特開２００４－１２６４９５号公報には、本発明と同様に、少なくとも１つのポ
リマーと少なくとも一つの硬化性樹脂とを均一に溶解した溶液から溶媒を蒸発させてシー
トを製造する方法において、適当な条件でスピノーダル分解させ、その後前記前駆体を硬
化させることにより防眩層を作製する方法が開示されている。この文献では、スピノーダ
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ル分解での相分離により、防眩性フィルムの表面に凹凸形状を形成する方法は開示されて
いるが、細胞状回転対流については記載されていない。
【０１３４】
　本発明では、このような対流セルを発生させるために、溶媒として、常圧で沸点１００
℃以上の溶媒（高沸点溶媒ということがある）を用いるのが好ましい。さらに、対流セル
を発生させるためには、溶媒が少なくとも２種の沸点の異なる溶媒で構成されているのが
好ましい。また、高沸点溶媒の沸点は１００℃以上であり、通常、１００～２００℃程度
であり、好ましくは１０５～１５０℃、さらに好ましくは１１０～１３０℃程度である。
特に、対流セルと相分離とを併用させる観点から、少なくとも１種の沸点１００℃以上の
溶媒と、少なくとも１種の沸点１００℃未満（例えば、３５～９９℃、好ましくは４０～
９５℃、さらに好ましくは５０～８５℃程度）の溶媒とを組み合わせて用いるのが好まし
い。このような混合溶媒を用いると、低沸点の溶媒が、蒸発に伴う上層と下層との温度差
を発生させ、高沸点の溶媒が塗膜中に残留し、流動性を維持する。
【０１３５】
　常圧で沸点１００℃以上の溶媒としては、例えば、アルコール類（ブタノール、ペンチ
ルアルコール、ヘキシルアルコールなどのＣ４－８アルキルアルコールなど）、アルコキ
シアルコール類（メトキシプロパノール、ブトキシエタノールなどのＣ１－６アルコキシ
Ｃ２－６アルキルアルコールなど）、アルキレングリコール類（エチレングリコールやプ
ロピレングリコールなどのＣ２－４アルキレングリコールなど）、ケトン類（シクロヘキ
サノンなど）などが挙げられる。これらの溶媒は、単独で又は二種以上組み合わせて使用
できる。これらのうち、ブタノールなどのＣ４－８アルキルアルコール、メトキシプロパ
ノールやブトキシエタノールなどのＣ１－６アルコキシＣ２－６アルキルアルコール、エ
チレングリコールなどのＣ２－４アルキレングリコールなどが好ましい。これらの溶媒は
、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【０１３６】
　沸点の異なる溶媒の比率としては、特に限定されないが、沸点１００℃以上の溶媒と、
沸点１００℃未満の溶媒を併用した場合（それぞれ、２種以上併用した場合は合計の重量
比として）、例えば、前者／後者＝１０／９０～９０／１０、好ましくは１０／９０～８
０／２０、さらに好ましくは１５／８５～７０／３０（特に２０／８０～６０／４０程度
）である。
【０１３７】
　また、混合液又は塗布液を基材（透明支持体）に塗布する場合、透明支持体の種類に応
じて、透明支持体を溶解や侵食、又は膨潤させない溶媒を選択してもよい。例えば、透明
支持体としてトリアセチルセルロースフィルムを用いる場合、混合液又は塗布液の溶媒と
して、例えば、テトラヒドロフラン、メチルエチルケトン、イソプロパノール、トルエン
などを用いると、フィルムの性質を損なうことなく、機能層を形成できる。
【０１３８】
　本発明では、対流に伴い隆起した表面の凹凸形状が保持でき、かつ対流が滞りなく流れ
る粘度とするために、塗布液（又は混合液、特に混合溶液）の固形分濃度は、例えば、５
～５０重量％、好ましくは１０～４０重量％、さらに好ましくは１５～３５重量％程度で
ある。
【０１３９】
　なお、塗布液において、固形分の割合は、前記と同様の範囲から選択できる。例えば、
樹脂バインダーと硬化性樹脂との割合（重量比）は、前者／後者＝５／９５～９５／５、
好ましくは５／９５～８０／２０程度であり、さらに好ましくは１０／９０～７０／３０
、特に１５／８５～６０／４０程度であってもよい。特に、樹脂バインダーの全部又は一
部にセルロース誘導体を用いる場合、樹脂バインダーと硬化性樹脂との割合（重量比）は
、例えば、前者／後者＝１０／９０～８０／２０、好ましくは２０／８０～７０／３０、
さらに好ましくは３０／７０～６０／４０（例えば、３５／６５～５５／４５）程度であ
ってもよい。また、塗布液において、中空シリカ粒子の割合は、固形分全体に対して、例
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えば、０．１～２０重量％、好ましくは０．２～１５重量％、さらに好ましくは０．３～
１０重量％、特に０．５～５重量％程度であってもよい。
【０１４０】
　このような塗布液は、前記樹脂バインダーと、前記硬化性樹脂と、前記中空シリカ粒子
とで構成されており、機能性フィルムを形成するための塗布液として有用である。そのた
め、本発明には、このような塗布液も含まれる。
【０１４１】
　（塗布厚み）
　所望のサイズの細胞状回転対流を発生させるためには、混合液（溶液）の塗布厚み（未
乾燥塗膜の厚み）は、例えば、１０～２００μｍ、好ましくは１５～１００μｍ、さらに
好ましくは２０～５０μｍ程度である。対流細胞のアスペクト比が２～３になることを利
用して、例えば、凹凸形状の凸間距離を１００μｍ程度にする場合は、３０～８０μｍ程
度の塗布厚みで、基材上に溶液を塗布すれば、溶液中の低沸点溶媒の一部が蒸発すること
により、塗膜厚みが薄くなると同時に塗膜の上層と下層との間で温度差が発生し、５０μ
ｍ程度のサイズを有する細胞状回転対流を発生させることができる。
【０１４２】
　（塗布方法）
　塗布方法としては、慣用の方法、例えば、ロールコーター、エアナイフコーター、ブレ
ードコーター、ロッドコーター、リバースコーター、バーコーター、コンマコーター、デ
ィップ・スクイズコーター、ダイコーター、グラビアコーター、マイクログラビアコータ
ー、シルクスクリーンコーター法、ディップ法、スプレー法、スピナー法などが挙げられ
る。これらの方法のうち、バーコーター法やグラビアコーター法などが汎用される。一般
的に、防眩層の製造において、製膜方向（フィルムのＭＤ方向、又はバーコーターなどの
コーターを動かした方向）に細胞状対流は並び易い傾向がある。
【０１４３】
　（乾燥温度）
　前記混合液（特に溶液）を流延又は塗布した後、溶媒の沸点よりも低い温度（例えば、
高沸点溶媒の沸点よりも１～１２０℃、好ましくは５～８０℃、特に１０～６０℃程度低
い温度）で溶媒を蒸発させることにより、細胞状回転対流および相分離を誘起するのが好
ましい。例えば、溶媒の沸点に応じて、３０～２００℃（例えば、３０～１００℃）、好
ましくは４０～１２０℃、さらに好ましくは５０～１００℃程度の温度で乾燥させてもよ
い。
【０１４４】
　また、細胞状回転対流を発生させるためには、支持体上に塗布して流延又は塗布させた
後、直ちにオーブンなどのなどの乾燥機に投入して乾燥させるのではなく、一定時間（例
えば、１秒～１分間、好ましくは３～３０秒間、さらに好ましくは５～２０秒間程度）、
常温又は室温（例えば、０～４０℃、好ましくは５～３０℃程度）で放置した後に、乾燥
機に投入するのが好ましい。
【０１４５】
　また、乾燥風量は、特に限定されないが、風量が強すぎると、回転対流が充分に発生す
る前に乾燥して固化するため、乾燥風量は５０ｍ／分以下（例えば、１～５０ｍ／分）、
好ましくは１～３０ｍ／分、さらに好ましくは１～２０ｍ／分程度であってもよい。乾燥
風を防眩性フィルムに当てる角度は、特に限定されず、例えば、フィルムに対して平行で
あってもよいし、垂直であってもよい。
【０１４６】
　特に、細胞状回転対流を発生させるために、溶媒存在下で、対流セルの形成を阻害しな
い外力又は相分離域での対流を阻害しない外力、例えば、無風又は低風量で乾燥するのが
好ましい。すなわち、具体的には、前述の乾燥温度を有する乾燥器内で、無風又は低風量
（例えば、０．１～８ｍ／分、好ましくは０．５～６ｍ／分、さらに好ましくは１～５ｍ
／分程度）で加熱することにより、細胞状回転対流を発生することができる。なお、低風



(24) JP 5139781 B2 2013.2.6

10

20

30

40

50

量とする代わりに、乾燥風をフィルムに当てる角度を、例えば、７０°以下、好ましくは
５～６０°、さらに好ましくは１０～５０°程度に低めに設定してもよい。無風又は低風
量での加熱時間は、例えば、１秒～１分、好ましくは３～３０秒、さらに好ましくは５～
２０秒（特に７秒～１５秒）程度である。
【０１４７】
　（硬化処理）
　前記混合液（溶液）を乾燥した後、熱や活性エネルギー線（紫外線や電子線など）によ
り、塗膜を硬化又は架橋させる。硬化方法は、硬化性樹脂の種類に応じて選択できるが、
通常、紫外線や電子線などの光照射により硬化する方法が用いられる。汎用的な露光源は
、通常、紫外線照射装置である。なお、光照射は、必要であれば、不活性ガス雰囲気中で
行ってもよい。
【０１４８】
　［光学部材］
　本発明の機能性フィルムは、相分離（および細胞状回転対流）により、各凸部が均一に
制御された凹凸形状を有しており、最表層には、中空シリカ粒子が偏在した低屈折率層が
形成されているため、均質で高品位な防眩性を有している。さらに、本発明の機能性フィ
ルムは、高い耐擦傷性（ハードコート性）を有するとともに、フィルム内部に散乱媒体を
実質上含まないため、外光により白味を帯びることなく、高い明室コントラストを実現で
きる。そのため、本発明の機能性フィルムは、光学部材などの用途に適しており、前記支
持体を、種々の光学部材を形成するための透明ポリマーフィルムで構成することもできる
。透明ポリマーフィルムと組み合わせて得られた機能性フィルムは、そのまま光学部材と
して用いてもよく、光学要素（例えば、偏光板、位相差板、導光板などの光路内に配設さ
れる種々の光学要素）と組み合わせて光学部材を形成してもよい。すなわち、光学要素の
少なくとも一方の光路面に前記機能性フィルムを配設又は積層してもよい。例えば、位相
差板の少なくとも一方の面に機能性フィルムを積層してもよく、導光板の出射面に機能性
フィルムを配設又は積層してもよい。
【０１４９】
　機能性フィルムは、耐擦傷性が付与されているため、保護フィルムとしても機能させる
ことができる。そのため、本発明の機能性フィルムは、偏光板の２枚の保護フィルムのう
ち少なくとも一方の保護フィルムに代えて、機能性フィルムを用いた積層体（光学部材）
、すなわち、偏光板の少なくとも一方の面に機能性フィルムが積層された積層体（光学部
材）として利用するのに適している。
【０１５０】
　［表示装置］
　本発明の機能性フィルムは、種々の表示装置、例えば、液晶表示（ＬＣＤ）装置、陰極
管表示装置、有機又は無機ＥＬディスプレイ、フィールドエミッションディスプレイ（Ｆ
ＥＤ）、表面電界ディスプレイ（ＳＥＤ）、リアプロジェクションテレビディスプレイ、
プラズマディスプレイ（ＰＤＰ）、タッチパネル付き表示装置などの表示装置に使用でき
る。そのため、本発明には、前記機能性フィルムを備えた表示装置も含まれる。
【０１５１】
　これらの表示装置は、前記機能性フィルムや光学部材（特に偏光板と防眩性フィルムと
の積層体など）を光学要素として備えている。特に、高精細又は高精彩液晶ディスプレイ
などの大型液晶表示装置に装着しても映り込みを防止できるため、液晶表示装置などに好
ましく使用できる。
【０１５２】
　図１は、本発明の機能性フィルムと偏光板とを積層させた光学部材の概略断面図である
。この光学部材は、両面に保護層３及び５が形成された偏光層４、保護層３の上に形成さ
れた機能層２で構成されており、この機能層２の表層には中空シリカ粒子が偏在した低屈
折率層１が形成されている。この光学部材において、偏光層４は、ポリビニルアルコール
を延伸し、ヨウ素化合物又は染料で染色したフィルムであり、保護層３及び５は、透明樹
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脂、例えば、トリアセチルセルロースなどのセルロースアセテート系樹脂、ポリエステル
系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、メタク
リル酸メチル系樹脂などのアクリル系樹脂、ノルボルネン樹脂などの環状ポリレフィン系
樹脂などで構成されている。
【０１５３】
　なお、液晶表示装置は、外部光を利用して、液晶セルを備えた表示ユニットを照明する
反射型液晶表示装置であってもよく、表示ユニットを照明するためのバックライトユニッ
トを備えた透過型液晶表示装置であってもよい。前記反射型液晶表示装置では、外部から
の入射光を、表示ユニットを介して取り込み、表示ユニットを透過した透過光を反射部材
により反射して表示ユニットを照明できる。反射型液晶表示装置では、前記反射部材から
前方の光路内に前記防眩性フィルムや光学部材（特に偏光板と防眩性フィルムとの積層体
）を配設できる。例えば、反射部材と表示ユニットとの間、表示ユニットの前面などに前
記機能性フィルムや光学部材を配設又は積層できる。
【０１５４】
　液晶テレビなどの透過型液晶表示装置は、主に直下型のバックライトユニットを採用し
ている。バックライトユニットは、光源（冷陰極管や熱陰極管などの管状光源、発光ダイ
オードなどの点状光源など）からの光を拡散して、均一にする目的で、拡散板を備えてい
る。さらに、拡散板の前面側には、正面輝度を上げるために、プリズムシートを配設して
もよい。このプリズムシートは、断面形状が略二等辺三角形状である三角柱状プリズム単
位が、平行に並列して複数のプリズム列を形成したシートであり、環状オレフィンなどの
オレフィン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリメタクリル酸メチル系樹脂などの透明
樹脂で構成されている。プリズムシートとしては、例えば、住友３Ｍ（株）製、ＢＥＦシ
リーズなどが市販されている。本発明では、プリズムシートは、プリズム単位が略二等辺
三角形状であれば、特に限定されないが、二等辺三角形の頂角部分が、Ｒ（アール）をつ
けて曲面状に形成されたシートよりも、頂角部分が、アールでなく、線状となる形状の方
が好ましい。具体的に、アールが存在する場合であっても、アール部分の大きさ（半径）
は、例えば、５μｍ以下、好ましくは１μｍ以下であってもよい。頂角は、通常、略９０
°程度である。
【０１５５】
　さらに、プリズムシートの前面側には、偏光反射シートを配設してもよい。偏光反射シ
ートは、例えば、ポリエチレン系樹脂で構成あれた多層膜であってもよく、光の利用効率
を向上させる役割を有している。偏光反射シートとしては、例えば、住友３Ｍ（株）製、
商品名「ＤＢＥＦ」などが上市されている。
【０１５６】
　液晶表示装置において、液晶モードは、特に限定されず、例えば、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃ
ａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）モード、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、
ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＩＰＳモード（Ｉｎ－
Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｍｐｅｎｓｕｔｅｄ
　Ｂｅｎｄ）モードなどであってもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１５７】
　本発明は、防眩性、ハードコート性及び光散乱性が必要とされる種々の用途、例えば、
前記光学部材や、液晶表示装置（特に高精細又は高精彩表示装置）などの表示装置（又は
その光学要素）として有用である。特に、防眩性フィルムと液晶パネルとをマッチングさ
せることにより、明室でのコントラスト感を向上させ、反射色をニュートラルな黒表示を
実現できるため、液晶表示装置、ＰＤＰ、有機ＥＬなどに用いられる機能性フィルム（防
眩性フィルム）として特に適している。
【実施例】
【０１５８】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
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よって限定されるものではない。
【０１５９】
　実施例及び参考例で得られた防眩性フィルムは、以下の項目で評価した。
【０１６０】
　［全光線透過率およびヘイズ］
　ヘイズメーター（日本電色（株）製、商品名「ＮＤＨ－５０００Ｗ」）を用いて測定し
た。
【０１６１】
　［写像（透過像）鮮明度］
　防眩性フィルムの写像鮮明度を、写像測定器（スガ試験機（株）製、商品名「ＩＣＭ－
１ＤＰ」）を用いて、光学櫛（櫛歯の幅＝０．５ｍｍ）を用いて、ＪＩＳ　Ｋ７１０５に
基づいて測定した。写像鮮明度は、フィルムの製膜方向と光学櫛の櫛歯の方向とが平行に
なるようにフィルムを設置して測定した。
【０１６２】
　防眩性フィルムの裏側に黒フィルムを貼り合せ、レーザー反射顕微鏡にてフィルム表面
を撮影し、表面凹凸形状の有無を確認した。
【０１６３】
　［鉛筆硬度］
　硬度の指標として、ＪＩＳ　Ｋ５４００に準拠して、防眩性フィルムの鉛筆硬度を評価
した。
【０１６４】
　［耐擦傷性］
　耐擦傷性の指標として、♯００００のスチールウールを加重２５０ｇ／ｃｍ２で防眩性
フィルムの上を１０往復させ、フィルム上に生じた傷の本数を測定し、以下の基準で評価
した。
【０１６５】
　　◎：２本以下
　　○：３～４本
　　△：５～６本
　　×：７本以上。
【０１６６】
　［実装評価］
　図２に示すように、液晶セル２２の両面に偏光板２１と偏光板２３とを偏光板の吸収軸
が直角となるように貼り合わせて液晶パネルを作製した。この偏光板２１は、基材フィル
ム（保護層）２１Ｃの上に、機能層２１Ｂを積層し、基材防眩層フィルム２１Ｃの下に偏
光層２１Ｄ及び保護層２１Ｅを積層している。なお、機能層２１Ｂの表面層には、中空シ
リカ粒子が偏在した粒子層（低屈折率層）２１Ａが形成されている。前記偏光板２３は、
偏光層２３Ｂの両面に保護層２３Ａ及び２３Ｃが形成されている。
【０１６７】
　なお、図２においては、機能性フィルム（防眩性フィルム）としては、実施例で得られ
た機能性フィルムであるが、参考例では、参考例で得られた機能性フィルムとなる。
【０１６８】
　この液晶パネルを用いて、図３に示すように、バックライト光源３５の上に、拡散フィ
ルム３４、プリズムシート３３、偏光反射フィルム３２、液晶パネル３１をこの順で配置
し、液晶パネルとバックライトの駆動回路とを備えた液晶表示装置を作製した。すなわち
、この液晶表示装置においては、液晶パネル３１の表側に防眩性フィルムと積層した偏光
板２１が積層され、吸収軸が直交するように裏側に別の偏光層２４が積層されている。こ
の液晶表示装置において、液晶モードは、垂直配向モード（ＶＡモード）を適用した。垂
直配向モードの液晶パネルは、面内位相差が略ゼロの状態で黒表示を行うパネルである。
このような液晶表示装置を用いて、液晶パネルに電圧を印加し、以下の評価を行った。
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　なお、プリズムシート３３の概略斜視図を図４に示す。このシートは、プリズム部の二
等辺三角形の頂角部分が、略９０°に形成されたシートであり、例えば、住友３Ｍ（株）
製、商品名「ＢＥＦIII」が該当し、市販されている。一方、プリズム部の二等辺三角形
の頂角部分が、アールＲをつけて曲面状に形成されたシートとしては、住友３Ｍ（株）製
、商品名「ＲＢＥＦ」が市販されている。
【０１６９】
　また、バックライト光源３５の概略斜視図を図５に示す。このバックライト光源は、管
状光源５１が並列して配設された直下型のバックライトユニットである。
【０１７０】
　（防眩性）
　蛍光管がむき出しの蛍光灯をパネル表面に反射させて、蛍光管の輪郭がぼかされている
かどうかを目視で観察し、以下の基準で評価した。
【０１７１】
　　◎：蛍光灯の輪郭が全く映り込まない
　　○：蛍光灯の輪郭の映り込みはわずかに認められるが、気にならないレベルである
　　△：蛍光灯の輪郭の映り込みが認められ、気になるレベルである
　　×：強く蛍光灯の輪郭が映り込み、非常に気になる。
【０１７２】
　（反射像の黒さ）
　明室環境で、パネル表面に顔を映り込ませ、顔が充分に暗く、目鼻が判別できないかど
うかを目視で観察し、以下の基準で評価した。
【０１７３】
　　◎：顔が充分に暗く、顔の輪郭が全く映り込まない
　　○：顔の映り込みはわずかに認められるが、目鼻が判別できない
　　△：顔の映り込みが認められ、目鼻が判別できる
　　×：強く顔が映り込み、非常に気になる。
【０１７４】
　（黒味）
　液晶パネルの表面は、床に対し、略垂直に設置し、５００ルクス（ｌｘ）以上で、かつ
、左右に白い壁がある明室環境において、黒表示をしたとき、表面が黒く感じるかどうか
を目視で観察し、以下の基準で評価した。
【０１７５】
　　◎：表面が非常に黒く感じる
　　○：表面が黒く感じる
　　△：表面があまり黒く感じない
　　×：表面が殆ど黒く感じない。
【０１７６】
　（白表示の明るさ）
　液晶パネルを白単色表示して、明るさを目視で観察し、以下の基準で評価した。
【０１７７】
　　◎：非常に明るい
　　○：明るい
　　△：あまり明るくない
　　×：全く明るくない。
【０１７８】
　また、以下に、実施例および参考例で使用した中空シリカ粒子分散液および塗布液の組
成およびその調製方法を示す。
【０１７９】
　（中空シリカ分散液）
　メチルエチルケトンに、中空シリカ粒子（平均粒子径６０ｎｍ、屈折率１．２６）が２
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０重量％の割合で分散した分散液（触媒化成工業（株）製、「ＳＨ－１１５１ＳＩＶ」）
を用いた。
【０１８０】
　（塗布液１の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．３重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）５．７重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカル
ズ社製、イルガキュア１８４）０．９重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミ
カルズ社製、イルガキュア９０７）０．４重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２
０重量％）２．５重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）３５．１重量
部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２
－プロパノール（沸点１１９℃）２１．８重量部の混合溶媒に溶解した。なお、セルロー
スアセテートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり、得られた溶液は濃縮ととも
に相分離性を示す。
【０１８１】
　（塗布液２の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．３重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）５．７重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカル
ズ社製、イルガキュア１８４）０．９重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミ
カルズ社製、イルガキュア９０７）０．４重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２
０重量％）２．５重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）４２．５重量
部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２
－プロパノール（沸点１１９℃）１４．３重量部の混合溶媒に溶解した。なお、セルロー
スアセテートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり、得られた溶液は濃縮ととも
に相分離性を示す。
【０１８２】
　（塗布液３の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．３重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）５．７重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカル
ズ社製、イルガキュア１８４）０．９重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミ
カルズ社製、イルガキュア９０７）０．４重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２
０重量％）２．５重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）４９．９重量
部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２
－プロパノール（沸点１１９℃）６．９重量部の混合溶媒に溶解した。なお、セルロース
アセテートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり、得られた溶液は濃縮とともに
相分離性を示す。
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【０１８３】
　（塗布液４の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．３重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）５．７重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカル
ズ社製、イルガキュア１８４）０．９重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミ
カルズ社製、イルガキュア９０７）０．４重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２
０重量％）３．７重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）３４．１重量
部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２
－プロパノール（沸点１１９℃）２１．８重量部の混合溶媒に溶解した。なお、セルロー
スアセテートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり、得られた溶液は濃縮ととも
に相分離性を示す。
【０１８４】
　（塗布液５の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．３重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）５．７重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカル
ズ社製、イルガキュア１８４）０．９重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミ
カルズ社製、イルガキュア９０７）０．４重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２
０重量％）１．２重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）３６．０重量
部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２
－プロパノール（沸点１１９℃）２１．８重量部の混合溶媒に溶解した。なお、セルロー
スアセテートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり、得られた溶液は濃縮ととも
に相分離性を示す。
【０１８５】
　（塗布液６の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．３重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）５．７重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカル
ズ社製、イルガキュア１８４）０．９重量部、及び光重合開始剤（チバスペシャルティー
ケミカルズ社製、イルガキュア９０７）０．４重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）
（沸点８０℃）３７．０重量部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重
量部、及び１－メトキシ－２－プロパノール（沸点１１９℃）２１．８重量部の混合溶媒
に溶解した。なお、セルロースアセテートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり
、得られた溶液は濃縮とともに相分離性を示す。
【０１８６】
　（塗布液７の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ



(30) JP 5139781 B2 2013.2.6

10

20

30

40

50

ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１４．１重量部、
セルロースアセテートプロピオネート（アセチル化度＝２．５％、プロピオニル化度＝４
６％、ポリスチレン換算数平均分子量７５，０００；イーストマン社製、ＣＡＰ－４８２
－２０）１．５重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）
製、ＤＰＨＡ）１１．４重量部、多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテッ
ク（株）製、ＰＥＴＩＡ）２．５重量部、多官能ハイブリッド系ＵＶ硬化剤（ＪＳＲ（株
）製、Ｚ７５０１）６．２重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカルズ社製
、イルガキュア１８４）０．９重量部、光重合開始剤（チバスペシャルティーケミカルズ
社製、イルガキュア９０７）０．４重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２０重量
％）２．５重量部を、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）３２．１重量部、１
－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２－プロ
パノール（沸点１１９℃）２１．８重量部の混合溶媒に溶解した。なお、セルロースアセ
テートプロピオネートとアクリル樹脂は非相溶であり、得られた溶液は濃縮とともに相分
離性を示す。
【０１８７】
　（塗布液８の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）３２．６重量部、
及び中空シリカ分散液（固形分濃度２０重量％）２．５重量部を、メチルエチルケトン（
ＭＥＫ）（沸点８０℃）３２．１重量部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１１３℃）
７．４重量部、及び１－メトキシ－２－プロパノール（沸点１１９℃）２１．８重量部の
混合溶媒に溶解した。なお、樹脂を１種類しか使用していないので、得られた溶液は濃縮
とともに相分離性を示さない。
【０１８８】
　（塗布液９の調製）
　多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）製、ＤＰＨＡ）３２．
６重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２０重量％）２．５重量部を、メチルエチ
ルケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）３２．１重量部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点
１１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２－プロパノール（沸点１１９℃）２１．
８重量部の混合溶媒に溶解した。なお、樹脂を１種類しか使用していないので、得られた
溶液は濃縮とともに相分離性を示さない。
【０１８９】
　（塗布液１０の調製）
　側鎖に重合性不飽和基を有するアクリル樹脂（ダイセル化学工業（株）製、サイクロマ
ーＰ、固形分濃度４４重量％、１－メトキシ－２－プロパノール溶液）１２．６重量部、
多官能アクリル系ＵＶ硬化モノマー（ダイセルサイテック（株）製、ＤＰＨＡ）２０．０
重量部、及び中空シリカ分散液（固形分濃度２０重量％）２．５重量部を、メチルエチル
ケトン（ＭＥＫ）（沸点８０℃）３９．６重量部、１－ブタノール（ＢｕＯＨ）（沸点１
１３℃）７．４重量部、及び１－メトキシ－２－プロパノール（沸点１１９℃）２１．８
重量部の混合溶媒に溶解した。なお、アクリル樹脂と多官能アクリルＵＶ硬化モノマーは
相溶性が高いため、得られた液は濃縮とともに相分離性を示さない。
【０１９０】
　（実施例１）
　塗布液１を用いてトリアセチルセルロースフィルム（富士フィルム（株）製、商品名「
ＴＤ８０ＵＬ　Ｇ」、厚み８０μｍ）上に連続機械塗工を行った。塗工方式はマイクログ
ラビア方式であり、乾燥炉は、前半ゾーンと後半ゾーンとに分けて乾燥条件を制御できる
乾燥炉を用いて、表面凹凸構造を有する厚さ約１１μｍのコート層を形成させた。そして
、乾燥炉から出てきたコート層に、メタルハライドランプ（アイグラフィックス社製）か
らの紫外線を約３０秒間照射することによりＵＶ硬化処理し、ハードコート性および表面
凹凸構造を有する機能性フィルムを作製した。得られたフィルムの特性を表１に示す。
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【０１９１】
　なお、実装評価において、プリズムシートとして、住友３Ｍ（株）製、商品名「ＲＢＥ
Ｆ」を使用した。
【０１９２】
　次に、このフィルムにおける表面凹凸形状のレーザー反射顕微鏡写真を図６に示す。図
６の写真から明らかなように、対流及び相分離により凹凸形状が形成されていることがわ
かる。また、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）写真を図７に、図７の一部を拡大したものを図
８に示す。ＳＥＭ写真より、凹部凸部の違いなく全表面が中空シリカ粒子によって被覆さ
れていることがわかる。さらに、膜表面付近の断面構造の透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）写
真を図９に示す。ＴＥＭ写真より、機能層（防眩層）の空気界面に約１００ｎｍの厚みを
有する中空シリカ粒子偏在層が存在していることがわかる。
【０１９３】
　（実施例２）
　塗布液１に代えて、塗布液２を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性およ
び表面凹凸構造を有する機能性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０１９４】
　（実施例３）
　塗布液１に代えて、塗布液３を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性およ
び表面凹凸構造を有する機能性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０１９５】
　（実施例４）
　塗布液１に代えて、塗布液４を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性およ
び表面凹凸構造を有する機能性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０１９６】
　（実施例５）
　塗布液１に代えて、塗布液５を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性およ
び表面凹凸構造を有する機能性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０１９７】
　（参考例１）
　塗布液１に代えて、塗布液６を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性およ
び表面凹凸構造を有する機能性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０１９８】
　（参考例２）
　塗布液１に代えて、塗布液７を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
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から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性およ
び表面凹凸構造を有する機能性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０１９９】
　（参考例３）
　塗布液１に代えて、塗布液８を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性を有
するが表面凹凸構造は有さないフィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０２００】
　（参考例４）
　塗布液１に代えて、塗布液９を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチルセ
ルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥炉
から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性を有
するが表面凹凸構造は有さないフィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に示
す。
【０２０１】
　（参考例５）
　塗布液１に代えて、塗布液１０を用いる以外は、実施例１と同様の方法でトリアセチル
セルロースフィルム上に連続機械塗工を行い、約１１μｍのコート層を形成させた。乾燥
炉から出てきたコート層を実施例１と同様にＵＶ硬化することにより、ハードコート性お
よび表面凹凸構造を有する防眩性フィルムを作成した。得られたフィルムの特性を表１に
示す。
【０２０２】
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【表１】

【０２０３】
　表１の結果から明らかなように、実施例１～５の防眩性フィルムは、反射率が充分に低
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。特に、実施例１～３の結果から、高沸点溶剤が多いほど、低反射率を示すことがわかる
が、高沸点溶剤が多すぎると乾燥が不十分になって機械特性や耐久性に悪影響を与えるた
め注意が必要であると考えられる。
【０２０４】
　一方、中空シリカ粒子の添加量が少ない場合、フィルム表面を完全に被覆することがで
きないため、低反射率化の効果が低くなる。逆に添加量が多すぎると表面ではなく膜内部
に取り残されるため、内部ヘイズの発生源となり、実施例４の結果が示すように、画像の
黒味が若干損なわれる。参考例１の機能性フィルムは、充分な防眩性を有するものの、中
空シリカ粒子が使用されていないため、反射率が高く、明室環境でのコントラストが低い
。参考例２の結果においては、多官能ハイブリッド系ＵＶ硬化剤（ＪＳＲ（株）製Ｚ７５
１０）の表面自由エネルギーが、中空シリカ粒子のそれよりも低いと考えられ、中空シリ
カ粒子よりも優先的に表面へ析出して、中空シリカ粒子の表面偏在を妨害するため低反射
率化が達成されないと推測できる。
【０２０５】
　乾燥過程において相分離が誘発されない参考例３および４では、中空シリカ粒子を使用
しているにも関わらず、表面に偏在しないため反射率が低下しなかった。また、同様に乾
燥過程において相分離が誘発されない参考例５においても、形成された表面凹凸に中空シ
リカ粒子が追随しないため、反射率が低下せず、明室コントラストが低かった。実施例１
と参考例３～５との結果の比較からは、樹脂同士の相分離が誘起されることにより、中空
シリカ粒子が樹脂内部から押し出されて、表面方向に浮上すると推察できる。すなわち、
樹脂の相分離が中空シリカ粒子の表面偏在に非常に重要な役割を果たすと考えられる。
【図面の簡単な説明】
【０２０６】
【図１】図１は、本発明の機能性フィルムと偏向板とを積層させた光学部材の概略断面図
である。
【図２】図２は、実施例で作製した液晶パネルの概略断面図である。
【図３】図３は、実施例で作製した液晶表示装置の概略断面図である。
【図４】図４は、実施例で用いたプリズムシートの斜視図である。
【図５】図５は、実施例で用いたバックライト光源の斜視図である。
【図６】図６は、実施例１で得られた機能性フィルムのレーザー反射顕微鏡写真である。
【図７】図７は、実施例１で得られた機能性フィルムの走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）写真
である。
【図８】図８は、図７の一部を拡大した写真である。
【図９】図９は、実施例１で得られた機能性フィルムの表面付近の断面の透過型電子顕微
鏡（ＴＥＭ）写真である。
【符号の説明】
【０２０７】
　１，２１Ａ・・・低屈折率層
　２，２１Ｂ・・・機能層
　４，２３Ｂ・・・偏光層
　２１,２３・・・偏光板
　３１・・・液晶パネル
　３３・・・プリズムシート
　５１・・・管状光源
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